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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注） １．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

２．第122期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用して

おります。 

回次 第120期中 第121期中 第122期中 第120期 第121期 

会計期間 

自平成16年 
 ４月１日 
至平成16年 
 ９月30日 

自平成17年 
 ４月１日 
至平成17年 
 ９月30日 

自平成18年 
 ４月１日 
至平成18年 
 ９月30日 

自平成16年 
 ４月１日 
至平成17年 
 ３月31日 

自平成17年 
 ４月１日 
至平成18年 
 ３月31日 

売上高（百万円） 183,690 161,922 163,546 357,288 335,940 

経常利益（百万円） 22,906 14,621 11,704 40,118 34,634 

中間（当期）純利益（百万円） 11,589 7,605 4,235 20,233 18,594 

純資産額（百万円） 235,420 252,252 272,353 240,888 276,411 

総資産額（百万円） 401,846 400,542 407,260 390,565 402,497 

１株当たり純資産額（円） 775.14 837.89 731.75 799.28 728.43 

１株当たり中間（当期）純利益金

額（円） 
38.16 25.26 11.21 65.97 53.23 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
34.97 23.14 10.45 60.45 49.24 

自己資本比率（％） 58.6 63.0 66.4 61.7 68.7 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
17,006 11,804 14,435 40,393 39,533 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△10,716 △4,852 △15,378 △21,183 △19,141 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△1,091 △3,336 △10,071 △9,307 △24,173 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円） 
118,594 127,677 112,338 122,869 121,127 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数)(人) 

18,577 

(1,863) 

18,721 

(1,895) 

20,050 

(2,076) 

18,641 

(1,664) 

18,481 

(1,782) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注） １．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

回次 第120期中 第121期中 第122期中 第120期 第121期 

会計期間 

自平成16年 
 ４月１日 
至平成16年 
 ９月30日 

自平成17年 
 ４月１日 
至平成17年 
 ９月30日 

自平成18年 
 ４月１日 
至平成18年 
 ９月30日 

自平成16年 
 ４月１日 
至平成17年 
 ３月31日 

自平成17年 
 ４月１日 
至平成18年 
 ３月31日 

売上高（百万円） 78,871 76,069 85,145 155,650 158,320 

経常利益（百万円） 5,477 5,751 8,317 9,946 14,233 

中間（当期）純利益（百万円） 3,588 4,100 6,276 6,538 8,773 

資本金（百万円） 32,648 32,648 32,648 32,648 32,648 

発行済株式総数（千株） 311,503 311,503 380,353 311,503 380,353 

純資産額（百万円） 147,938 155,742 163,882 149,177 169,348 

総資産額（百万円） 200,937 209,455 226,100 202,512 230,890 

１株当たり配当額（円） 5.50 7.50 7.50 11.00 15.00 

自己資本比率（％） 73.6 74.4 72.5 73.7 73.3 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数)(人) 

1,403 

(119) 

1,459 

(222) 

1,455 

(237) 

1,621 

(215) 

1,448 

(229) 



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。 

２．全社（共通）として、記載しています従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

(2）提出会社の状況 

（注）従業員数は、就業人員であり、休職者11名を含みます。臨時雇用者数は（ ）内に当中間会計期間の平均人数を外

数で記載しております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従   業   員   数 （人） 

時計事業 9,938 (1,032) 

電子デバイス事業 5,243 (443) 

電子機器製品事業  1,720 (19) 

産業用機械事業 686 (98) 

その他の事業 1,185 (338) 

全社（共通） 1,278 (146) 

合計 20,050 (2,076) 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 1,455 (237) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間の経済情勢は、米国の景気拡大に減速感が見られましたが、中国その他アジア諸国では順調

に推移、欧州でも回復傾向となりました。また、日本経済は、企業収益の改善により設備投資や個人消費が増加傾

向を示す等、緩やかに回復しました。しかしながら、当社グループが大きく依存している携帯電話関連市場では、

製品価格の下落、同業他社との競争等、大変厳しい環境となりました。 

 このような情勢のもと、当社は競争力強化と成長促進を図るべく、純粋持株会社への移行を決定する等、グルー

プ構造改革を継続して進めてきました。 

 この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高は1,635億円（前年同期比1.0％増）、営業利益101億円（同

20.9％減）、経常利益117億円（同20.0％減）、中間純利益42億円（同44.3％減）と増収減益となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 時計事業 

 国内ウオッチ市場は、海外高級ブランド商品の勢力が強く、国内ブランド商品は伸び悩む状態が続いています。

また、電波時計の分野においても競争が激化し取り巻く環境は厳しさを増しています。しかし、エコ・ドライブ電

波時計の積極的開発と新商品発売により、増収となりました。商品群の動向としては、世界最薄型男性用電波時計

の投入により高価格帯である「エクシード」が好調に推移、もう一つの基幹ブランドである「アテッサ」、女性用

の「クロスシー」も前年並みの結果を残しました。ライセンスブランド商品では、若者に人気の「ポールスミ

ス」、昨年市場投入した「フルラ」が好調に推移し、売上が拡大しました。また、ヤングファッション市場向けの

「ＶＡＧＡＲＹ」も順調に売上を伸ばしています。 

 また、海外のウオッチ販売でも、時計市場におけるグローバル化や多ブランド化が進み、販売環境は厳しい状態

が続いています。このような中、当社は引き続きエコ・ドライブ商品を中心とした高付加価値商品政策を推進し販

売単価の向上を実現、世界各地で販売を拡大し、売上を拡大することができました。 

 「Ｑ＆Ｑ」ブランドは、国内市場では低価格時計売場の減少、海外においては市場環境の変化などの厳しい状況

が続く中、新商品拡充を進めましたが、減収となりました。 

 バイヤーズブランドは、北米・欧州市場の市況が良好な中、高付加価値商品への販売努力も功を奏し、増収とな

りました。 

 ムーブメント単体販売は、中国製の低価格帯商品の影響を受け、市場価格の下落傾向の厳しい状況の中、価格維

持を最優先とする戦略を堅持した取組みを行ない、販売数量を抑えた結果、減収となりました。 

 腕時計生産規模は、前年同期比8.6％増加し、約605億円（販売価格ベース、連結ベース）でありました。 

 クロックは、店頭販売の停滞及び特注品需要の減少等の影響を受け、減収となりました。 

 この結果、時計事業全体では売上高630億円（前年同期比7.8％増）、営業利益94億円（同6.6％増）と増収増益

となりました。 

② 電子デバイス事業 

 オプトデバイスが大きく依存する携帯電話業界は、ローエンド機種を中心に、世界市場における台数ベースでの

成長を維持しています。しかしながら、ローエンド機種中心の増加は、部品点数の減少や価格の下落に拍車をか

け、更にはアジア勢等の新規参入メーカーとの競争を激化させる要因となりました。また、当社グループが品質、

機能上の優位性を維持している中高級品市場は、既に大きな成長が望めない市場となっており、その限られた市場

の中で、同業他社との熾烈な競争を強いられる等、厳しい環境下で推移しました。このような環境の下、成長を続

ける携帯電話市場において、まだまだ成長が期待されるカメラ付携帯電話向けのフラッシュＬＥＤに注力するとと

もに、超薄型バックライトユニット等の新製品により拡販を図りました。また、一般照明やゲーム機などのアミュ

ーズメントという新市場開拓にも挑戦し、一定の成果をあげましたが、主力の携帯電話のキー照明用ＬＥＤとバッ

クライトユニットの低迷を補うまでには至りませんでした。この結果、オプトデバイスは大幅な減収となりまし

た。オプトデバイスの生産規模は、前年同期比20.5％減少し、約258億円（販売価格ベース、連結ベース）であり

ました。 

 液晶デバイスの主な製品である携帯電話用は、中国顧客は相変わらず低調でしたが、欧米大手顧客向けが回復し

増収となりました。また、当社独自のＤＶＤピックアップ用収差補正素子もＤＶＤ市場の拡大に伴い増収となりま

した。 



 水晶デバイスは、民生用（低周波、高周波）、産業用（ＴＣＸＯ）共に携帯電話の市況が回復した結果、増収と

なりました。 

 その他部品では、ＨＤＤ用ガラス基板の新事業等により、拡販を図りましたが、音響製品の落ち込み等で、減収

となりました。 

 この結果、電子デバイス事業全体では売上高498億円（前年同期比13.2％減）、営業利益6億円（同86.3％減）と

減収減益となりました。 

③ 電子機器製品事業 

 各種プリンタは、国内ではレシート発行等に使用される小型プリンタ完成品が順調に拡大しました。また、欧米

でポータブルプリンタや小型プリンタ完成品が伸長した他、中国向け大型ドットプリンタも順調に拡大しました。

新規事業の昇華型フォトプリンタもキオスク端末用途向けを中心に順調に売上を伸ばした結果、プリンタ・電卓他

は増収となりました。 

 健康機器は、国内および欧州向けが競合メーカーとの競争激化により苦戦しましたが、米国向けが伸張した結

果、全体としては売上を伸ばすことができました。 

 この結果、電子機器製品事業全体では、売上高135億円（前年同期比17.8％増）、営業利益14億円（同76.7％

増）と増収増益となりました。 

④ 産業用機械事業 

 ＣＮＣ自動旋盤の国内市場では、自動車関係を始め、プローブ、医療器、精密関係等幅広い分野で好調に推移し

大幅増収となりました。海外市場のうちアセアンでは、自動車・ＨＤＤ関連での生産調整等市況に波はありました

が、市場ニーズを取り込んだ製品の投入により販売は堅調に推移しました。また中国では、材料費高騰や慢性的な

労働力不足による設備投資の減退等の不安定な環境でしたが、市場は衰えず高水準で推移しました。北米市場で

も、医療関連を中心に需要は安定的に推移しました。欧州市場では、きめ細かな営業活動が活況な業種の需要を喚

起し、大幅増収となりました。また、新製品A20がコストパフォーマンスと高い機械剛性が評価され、順調な滑り

出しとなりました。 

 その他機械のうち、計測器は自動車、ベアリング関連の市況に左右されほぼ横這い、組立機械では、電子部品挿

入機が自動車関連の需要に支えられ増収となりました。 

 この結果、産業用機械事業全体では、売上高210億円（前年同期比18.9％増）、営業利益31億円（同38.2％増）

と増収増益となりました。 

⑤ その他の事業 

 宝飾は、貴金属相場高騰による買い控え、婚姻件数の減少などにより厳しい商況が続いております。 

 球機用機器は、多くのホールにおいて大幅な遊技機入れ替えが行われた結果、周辺機器の需要が低下し、減収と

なりました。 

 営業利益については、自動車部品等の貢献により増益となりました。球機用機器の生産規模は、前年同期比

16.6％減少し、約45億円（販売価格ベース、連結ベース）でありました。 

 この結果、その他の事業全体では、売上高160億円（前年同期比4.7％減）、営業利益7億円（同214.3％増）と減

収増益となりました。 



所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 日本 

 当期の日本経済は、企業収益の改善により設備投資や個人消費が増加傾向を示す等、緩やかに回復しました。海

外高級ブランドの勢力が強く、国内勢が伸び悩む状態が続く時計事業では、世界最薄型男性用電波時計を投入した

「エクシード」が好調に推移した他、若者に人気の「ポールスミス」、昨年市場投入した「フルラ」、ヤングファ

ッション市場向けの「VAGARY」等ライセンスブランドの売上も拡大しました。電子デバイス事業のうちオプトデバ

イスは、当社グループが品質、機能上の優位性を維持している中高級品市場の成長が限定的となる中、カメラ付携

帯電話向けのフラッシュLEDに注力すると共に、超薄型バックライトユニット等新製品による拡販、また、一般照

明用などの新市場開拓に挑戦し一定の成果をあげましたが、主力の携帯電話のキー照明用LEDとバックライトユニ

ットの低迷を補えず、大幅な減収となりました。産業用機械事業は、国内市場において自動車関連を始め、プロー

ブ、医療器、精密関係等幅広い分野で好調に推移した他、海外市場においても高水準を維持し増収となりました。

その他の事業では、球機用機器事業でホールの大幅な遊技機入れ替えによる、周辺機器の需要低下が影響し減収と

なりました。以上より、売上高1,506億円（前年同期比0.8％増）、営業利益115億円（同25.6％減）と増収減益と

なりました。 

 時計事業の生産規模は、前年同期比4.7％減少し、約367億円（販売価格ベース、連結ベース）でありました。 

② アジア 

 時計事業においては、高付加価値商品政策の中心となるエコ・ドライブ商品の販売が拡大し、増収となりまし

た。電子デバイス事業のうちオプトデバイスでは、依存度の高い携帯電話業界におけるローエンド化の進行とアジ

ア勢等新規参入メーカーとの競争激化が、部品点数の減少や価格下落に拍車をかけ、減収となりました。以上よ

り、売上高498億円（前年同期比12.7％増）、営業利益3億円（同67.5％減）と増収減益となりました。 

③ アメリカ 

 時計事業は、時計市場におけるグローバル化や多ブランド化が進み販売環境の厳しさが増す中、引き続きエコ・

ドライブ商品を中心とした高付加価値商品政策を推進し、売上拡大に成功しました。電子デバイス事業のうちオプ

トデバイスでは、携帯電話市場のローエンド機種を中心とした成長が同業他社との熾烈な競争を加速し、減収とな

りました。以上より、売上高161億円（前年同期比20.4％増）、営業利益11億円（同87.0％増）と増収増益となり

ました。 

④ ヨーロッパ 

 時計事業では、市況が良好な中、シチズンブランドの高付加価値商品政策推進により販売単価向上を実現した

他、バイヤーズブランドでも高付加価値商品への販売努力が奏功し、増収となりました。産業用機械事業では、き

め細やかな営業活動が活況業種の需要を喚起し大幅増収となりました。以上より、売上高113億円（前年同期比

41.6％増）、営業利益6億円（同166.9％増）と増収増益となりました。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前中間連結会計期間末比で153億円減少し、1,123億円と

なりました。 

 当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは前年同期に比べ26億円増加（前年同期比22.3％増）

し、144億円の収入となりました。税金等調整前中間純利益が前年同期に比べ56億円減少（同39.5％減）し86億円

となり、主な調整項目は、減価償却費が前年同期に比べ12億円増加（同17.2％増）し87億円、減損損失が前年同期

に比べ17億円増加の18億円です。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは前年同期に比べ105億円支出が増加（216.9％増)し、153億円の支出となり

ました。主な内容は、有形固定資産の取得による支出が前年同期に比べ42億円増加（43.6％増）し、139億円の支

出となったことと、投資有価証券の売却による収入が前年同期に比べ50億円減少したことによるものです。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは前年同期に比べ67億円支出が増加（201.9％増）し、100億円の支出となり

ました。これは主に自己株式の取得による支出が91億円増加し91億円の支出となったことと、親会社による配当金

の支払による支出が11億円増加（同71.8％増）し28億円の支出となったことが主な内容であります。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループの生産・販売品目は、広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その容量、構造、形式等

は必ずしも一様でなく、また受注生産形態をとらない製品も多く、事業の種類別セグメントごとに生産規模及び受注

規模を金額あるいは数量で示すことをしておりません。 

 このため生産、受注販売の状況については、「１ 業績等の概要」における各事業の種類別セグメント業績に関連

付けて示しております。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループの研究開発活動は、グループ経営の一環としてグループ開発戦略に基づき、質の高い開発体制の構築

と、開発テーマの選択とリソースの集中を図り、新製品・新事業の開拓を行っております。新製品・新技術の中期

的・長期的な探索・要素技術開発は当社のＭＨＴ開発本部で行ない、製品開発はＭＨＴ開発本部、または、各事業部

開発部門や各子会社との共同開発によって進めております。また、当面の商品及び生産技術の開発は、各事業部門や

各子会社が行なっております。さらにＭＨＴ開発本部では、材料分析・測定を通じて各事業部門や各子会社の開発活

動を支援しております。 

  なお、研究開発費については、各事業に配分できない基礎研究費用2,055百万円が含まれており、当中間連結会計

期間中に投下した研究開発費は、6,726百万円であります。 

(1)時計事業 

 アンテナ内蔵型フルメタルケース電波腕時計は、各構成要素の薄型化を進め、アナログ式フルメタルとして世界最

薄の６．７ｍｍ（本体ケース総厚実測値)を実現するとともに、信頼性を更に高める最新技術「Perfex(パーフェック

ス)」（JIS1種耐磁、衝撃検知機能、針補正機能を一体化させた技術)により、アナログクオーツの針ずれ原因である

「磁気」と「衝撃」に対応した電波腕時計を商品化いたしました。また、世界初となるディスク式曜日表示機能を搭

載した新ムーブメントのエコ・ドライブ電波腕時計を開発いたしました。 

 時計外装では、ステンレスやチタンなどの金属表面硬度を高め、いつまでも買った時の輝きを失わず傷つきにくい

「デュラテクト」の開発を継続して進めております。薄型化、小型化、電波受信高感度化、表面処理の開発を積極的

に追求し、商品コンセプトである「技術と美の融合」を実現する特徴ある「エコ・ドライブ」、「電波腕時計」の拡

充強化に努めております。 

 情報時計では、携帯電話に搭載されているBluetoothのハンズフリー機能を利用して、携帯電話への通話着信を振

動と光で通知する腕時計「i：VIRT」を世界で初めて商品化いたしました。 

米国マイクロソフトコーポレーションが提唱する新しい情報通信サービス「ＭＳＮ Direct」に対応した腕時計情報



端末の開発を継続して進め、腕時計としてのスタイリッシュな美しさと情報ツールとしての便利さを兼ね備えた腕時

計「Abacus Smart Watch  2006」を同社と共同開発し、６月に商品化いたしました。 

  当事業に係わる研究開発費は1,008百万円であります。 

(2)電子デバイス事業 

 液晶ディスプレイは、低消費電力、高コントラスト、ダウンサイジングを特徴とした、中小型の反射型・透過型Ｓ

ＴＮ液晶パネルやＴＦＴモジュールの開発を行っております。新規液晶パネルでは、文字や模様の書き込みを行った

後は電源を切っても表示を保持して低消費電力を実現するパッシブマトリックス方式のメモリー性液晶パネルの開発

に成功いたしました。画像の書き込み時以外には電力を必要としないため、従来の液晶と比べて約1/50(※書換頻度

1/10secの場合)という低消費電力を実現しています。 

 液晶のディスプレイ以外への応用として、ＤＶＤ記録用アクティブ収差補正素子やＤＶＤ再生用（blu-ray、HD-

DVD）補正素子などの液晶光学素子の開発・商品化をいたしております。また、液晶光学素子を用いたピックアップ

モジュールやアッテネーターの開発を行なっております。 

 水晶デバイスは、小型高精度水晶振動子・発振器の開発を、シチズンミヨタ㈱、シチズンファインテック㈱で行っ

ております。高付加価値製品として、“非対称３脚音叉型”カーナビゲーション用水晶ジャイロセンサーの開発を継

続して進めております。 

 当社、シチズン電子㈱、シチズンミヨタ㈱の３社協業による低消費電力の携帯電話用オートフォーカス機能付ＣＭ

ＯＳカメラモジュールの開発を行っております。さらなる小型・高信頼性を目ざし、新方式のＣＭＯＳカメラモジュ

ールの開発を進めております。 

 シチズンミヨタ㈱では、強誘電液晶デバイスを使用した電子ビューファインダー、イメージセンサモジュール、液

晶バックライト、小型画像伝送機器、リアプロジェクションテレビ用デバイスとしてＬＣＯＳ製造技術の開発を行っ

ております。 

 シチズン電子㈱では、携帯電話の液晶バックライト用や補助照明用のＬＥＤランプ、車載用や一般照明用のＬＥＤ

ランプ、赤外光を使用した各種センサ、位置情報を検出する磁気センサ、超小型照光式スイッチなどの開発を行って

おります。 

 シチズンファインテック㈱では、光通信関連部品、燃焼圧センサなどの自動車関連部品の開発を行っております。

 当事業に係わる研究開発費は2,379百万円であります。 

(3)電子機器製品事業 

 プリンタでは、バーコード、ドット、ミニプリンタの新モデルや、ＰＯＳプリンタ、フォトプリンタの開発を進め

ており、昇華型フォトプリンタで世界最高レベルのプリント速度を持ち、従来機より本体の高さが1/2と低く、印画

速度がポストカードサイズで７秒台と、印画画質もさらに向上させた、『CX』（L版～A5ワイドサイズ）、『CXW』

（４×８インチ～８×12インチサイズ）を商品化いたしました。 

 健康機器では、電子血圧計、測定データを無線で送信してパソコンで管理できるネットワーク健康機器の開発を進

めております。さらに、ライフサイエンス分野における将来技術の探索・研究も行っております。 

 当事業に係わる研究開発費は865百万円であります。 

(4)産業用機械事業 

 小型精密ＣＮＣ自動旋盤「シンコムシリーズ」の高機能・高生産性化、高精度化の開発は当社とシチズンマシナリ

ー㈱とで進めており、コストパフォーマンスと優れた機能性を兼ね備えた主軸台移動形のCNC自動旋盤「A20-VI型」

を商品化いたしました。 また、計測器分野では超小型接触式変位センサの「デジメトロンシリーズ」の開発を進め

ております。 

  狭山精密工業㈱では、マイクロギャードモータやハイレベルなモータの開発を行っております。 

 当事業に係わる研究開発費は229百万円であります。 

(5)その他の事業 

 粉末射出成形技術、ＤＬＣ製品の開発は継続して進めております。狭山精密工業㈱では球機用機器の開発を行って

おります。 

 当事業に係わる研究開発費は187百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資のうち、時計事業以外は原則的に各連結子会社個別に策定しておりますが、グループ全体

で重複投資にならないよう提出会社を中心に調整を図っております。 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等についての重要な変更は、

次のとおりであります。 

  

①新設  

 電子デバイス事業において、萊合有限公司の生産設備の投資計画はについては需要動向の見直し等により計画の一

部を変更したため投資予定金額は、当初の4,500百万円から5,500百万円に変更しました。 

 これにより同生産設備の投資完了予定年月は平成18年９月から平成19年３月に延期しております。 

 また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

（注）「消却が行なわれた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めておりましたが、平成18年６月28日

開催の第121期定時株主総会において定款の一部変更が行われ、当該規定を削除しております。 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成18年12月１日以降提出日までの新株予約権及び新株予約権付社債の権利行

使により発行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 959,752,000 

計 959,752,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
(平成18年９月30日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成18年12月27日) 

上場証券取引所名又は 
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 380,353,809 380,353,809 
東京証券取引所 

市場第一部 

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式 

計 380,353,809 380,353,809 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

2009年満期円貨建転換社債型新株予約権付社債（平成14年10月７日発行） 

 （注） 繰上償還の場合には、当該償還日の前銀行営業日までであります。 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権付社債の残高（百万円） 23,000 23,000 

新株予約権の数（個） 4,600 4,600 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 27,577,937 27,577,937 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 834 834 

新株予約権の行使期間 

自 平成14年10月21日 

至 平成21年９月23日

（注） 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格       834 

資本組入額    417 
同左 

新株予約権の行使の条件 

当社が本社債につき期限

の利益を喪失した場合に

は、以後本新株予約権を

行使することはできない

ものとする。また、各新

株予約権の一部行使はで

きないものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡制限はない。 同左 

代用払込みに関する事項 

旧商法第341条ノ３第１

項第７号及び第８号によ

り、本新株予約権付社債

権者が本新株予約権を行

使したときは本社債の全

額の償還に代えて当該本

新株予約権の行使に際し

て払込をなすべき額の全

額の払込とする請求があ

ったものとみなす。 

同左  



② 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成15年６月27日定時株主総会決議 

平成17年６月29日定時株主総会決議 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 206 206 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 206,000 206,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 853 853 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月１日 

至 平成20年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格         853 

資本組入額       427 
同左 

新株予約権の行使の条件 

・各新株予約権の一部行使

はできないものとする。 

・その他の権利行使の条件

は、当社取締役会におい

て決定するものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するに

は、当社取締役会の承認

を要するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 9,910 9,910 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 991,000 991,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 950 950 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月１日 

至 平成22年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格         950 

資本組入額       475 
同左 

新株予約権の行使の条件 

・各新株予約権の一部行使

はできないものとする。 

・その他の権利行使の条件

は、当社取締役会におい

て決定するものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するに

は、当社取締役会の承認

を要するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － －  

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額（百万
円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成18年４月１日

～平成18年９月30日 
－ 380,353,809 － 32,648 － 66,029 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

２．当社は、平成18年９月30日現在、自己株式を10,801.8千株保有しております。 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ステイールパートナーズジヤパン

ストラテジツクフアンド 

（オフシヨア）エルピー（常任代

理人メリルリンチ日本証券株式会

社） 

HARBOUR CENTRE P.O.BOX 30362 SMB, 

GEORGE TOWN,GRAND CAYMAN, 

CAYMAN ISLANDS 

（東京都中央区日本橋１丁目４番１号 

日本橋一丁目ビルディング） 

37,000.0 9.73 

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 27,574.0 7.25 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 19,885.3 5.23 

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 

日本生命証券管理部内 
14,750.8 3.88 

ザチェースマンハッタンバンクエ

ヌエイロンドン（常任代理人株式

会社みずほコーポレート銀行兜町

証券決済業務室） 

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET 

LONDON EC2P 2HD,ENGLAND 

（東京都日本橋兜町６番７号） 

13,931.8 3.66 

エイチエスビーシーフアンドサー

ビシイズスパークスアセツトマネ

ジメントコーポレイテツド（常任

代理人香港上海銀行東京支店） 

1 QUEEN'S ROAD CENTRAL HONG KONG 

（東京都中央区日本橋３丁目11番１

号） 

12,178.0 3.20 

ザチェースマンハッタンバンク３

８５０３６（常任代理人株式会社

みずほコーポレート銀行兜町証券

決済業務室） 

360 N.CRESCENT DRIVE BEVERLY HILLS, 

CA 90210 U.S.A. 

（東京都千代田区丸の内２丁目 

７番１号カストディ業務部） 

9,831.9 2.58 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 9,585.8 2.52 

エイチエスビーシーフアンドサー

ビシイズスパークスアセツトマネ

ジメントリミテツドユーエスクラ

イアント（常任代理人香港上海銀

行東京支店） 

C/0 SPARX INVESTMENT + RESEARCH, 

USA,INC. 360 MADISON AVENUE, 

22ND FLOOR NEW YORK,NEW YORK 

10017 USA 

（東京都中央区日本橋３丁目11番１

号） 

8,889.3 2.34 

ザバンクオブニユーヨーク－ジヤ

スデイツクトリーテイーアカウン

ト（常任代理人株式会社みずほコ

ーポレート銀行兜町証券決済業務

室） 

AVENUE DES ARTS 35 KUNSTLAAN,1040 

BRUSSELS,BELGIUM 

（東京都日本橋兜町６番７号） 

8,384.0 2.20 

計 － 162,011.1 42.59 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 27,574.0千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 19,885.3千株



３．株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループより５社連名により平成18年８月15日付で大量保有報告書の

変更報告書が提出されておりますが、当社として株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行を除く４社の当中間会計期間

末における実質所有状況の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、当該大量保有報告書の変更報告書の内容は次のとおりであります。 

大量保有者      株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行他４社 

保有株券等の数    18,418,561株 

株券等保有割合    4.84% 

４．JPモルガン信託銀行株式会社他４社連名により平成18年９月13日付で大量保有報告書の変更報告書が提出さ

れておりますが、当社として当中間会計期間末における実質所有状況の確認ができませんので、上記大株主

の状況には含めておりません。 

なお、平成18年９月13日付の大量保有報告書の変更報告書の内容は次のとおりであります。 

大量保有者      JPモルガン信託銀行株式会社他４社 

保有株券等の数    12,451,715株 

株券等保有割合    3.26% 

（保有株券等の数及び株券等保有割合には、保有潜在株式の数を含んでおります。） 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が14,900株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数149個が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1）新任役員 

 該当事項はありません。 

(2）退任役員 

 該当事項はありません。 

(3）役職の異動 

 該当事項はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 10,801,800 － 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式  

完全議決権株式（その他） 普通株式 368,876,700 3,688,767 同上 

単元未満株式 普通株式 675,309 － 同上 

発行済株式総数 380,353,809 － － 

総株主の議決権 － 3,688,767 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

シチズン時計株式

会社 

西東京市田無町 

六丁目１番12号 
10,801,800 － 10,801,800 2.84 

計 － 10,801,800 － 10,801,800 2.84 

月別 平成18年４月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 

最高（円） 1,196 1,206 1,108 1,045 1,015 982 

最低（円） 1,095 1,028 997 932 931 917 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月 

30日まで）の中間財務諸表について、監査法人日本橋事務所により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※6  113,822   112,322   107,881  

２．受取手形及び売掛
金 

※5  78,711   74,393   73,796  

３．有価証券   16,867   2,180   15,984  

４．棚卸資産   53,883   59,583   52,416  

５．繰延税金資産   9,601   9,917   9,094  

６．その他   8,242   7,664   9,882  

７．貸倒引当金   △1,855   △1,095   △1,133  

流動資産合計   279,273 69.7  264,967 65.1  267,921 66.6

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産            

(1）建物及び構築物 
※
1.2.6 

31,287   34,621   32,802   

(2）機械装置及び運
搬具 

※
1.2.6 

28,692   33,778   28,429   

(3）その他 
※
1.2.6 

19,117 79,097  19,729 88,129  19,790 81,022  

２．無形固定資産   1,019   1,453   1,062  

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  37,716   45,970   46,006   

(2）繰延税金資産  680   3,698   591   

(3）その他  3,935   4,629   6,825   

(4）貸倒引当金  △431   △193   △260   

(5）投資評価引当金  △749 41,152  △1,394 52,710  △672 52,490  

固定資産合計   121,269 30.3  142,293 34.9  134,575 33.4

資産合計   400,542 100.0  407,260 100.0  402,497 100.0

           
 



  
前中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 

※5  37,261   33,723   34,855  

２．短期借入金 ※6  5,326   6,178   4,233  

３．未払法人税等   5,091   4,765   4,993  

４．繰延税金負債   －   28   －  

５．賞与引当金   4,488   5,129   4,575  

６．製品保証等引当金   940   1,053   974  

７．設備関係等支払手
形 

※5  1,195   4,310   3,236  

８．その他   25,808   32,891   26,481  

流動負債合計   80,111 20.0  88,082 21.6  79,351 19.7

Ⅱ 固定負債           

１．新株予約権付社債   23,000   23,000   23,000  

２．長期借入金    2   5   2  

３．繰延税金負債   1,788   10,687   7,516  

４．退職給付引当金   10,214   10,028   9,933  

５．役員退職慰労引当
金   487   －   502  

６．連結調整勘定   1,197   －   2,848  

７．負ののれん   －   2,215   －  

８．その他   569   888   860  

固定負債合計   37,259 9.3  46,825 11.5  44,663 11.1

負債合計   117,370 29.3  134,907 33.1  124,015 30.8

           
 



  
前中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（少数株主持分）           

少数株主持分   30,919 7.7  － －  2,070 0.5

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   32,648 8.2  － －  32,648 8.1

Ⅱ 資本剰余金   39,027 9.7  － －  63,890 15.9

Ⅲ 利益剰余金   178,920 44.7  － －  165,246 41.0

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   11,601 2.9  － －  16,064 4.0

Ⅴ 為替換算調整勘定   △1,804 △0.5  － －  △176 △0.0

Ⅵ 自己株式   △8,141 △2.0  － －  △1,261 △0.3

資本合計   252,252 63.0  － －  276,411 68.7

負債、少数株主持分
及び資本合計   400,542 100.0  － －  402,497 100.0

           

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本            

１．資本金   － －  32,648 8.0  － －

２．資本剰余金   － －  63,890 15.7  － －

３．利益剰余金   － －  167,338 41.1  － －

４．自己株式   － －  △10,380 △2.6  － －

株主資本合計   － －  253,497 62.2  － －

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券評
価差額   － －  16,209 4.0  － －

２．為替換算調整勘定   － －  713 0.2  － －

評価・換算差額等合
計   － －  16,922 4.2  － －

Ⅲ 少数株主持分   － －  1,932 0.5  － －

純資産合計   － －  272,353 66.9  － －

負債純資産合計   － －  407,260 100.0  － －

           



②【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   161,922 100.0  163,546 100.0  335,940 100.0 

Ⅱ 売上原価   112,072 69.2  112,586 68.8  229,826 68.4 

売上総利益   49,849 30.8  50,960 31.2  106,113 31.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  36,966 22.8  40,770 24.9  75,596 22.5 

営業利益   12,883 8.0  10,189 6.3  30,516 9.1 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  309   457   649   

２．受取配当金  287   266   614   

３．外注会社賃貸料  237   238   460   

４．有価証券売却益  0   －   0   

５．為替差益  535   0   1,374   

６．連結調整勘定償却
額  405   －   988   

７．負ののれん償却額  －   632   －   

８．その他  397 2,175 1.3 504 2,100 1.3 1,042 5,130 1.5 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  30   6   33   

２．手形売却損  －   166   254   

３．貸与資産減価償却
費等  144   138   289   

４．その他  262 436 0.3 274 585 0.4 434 1,012 0.3 

経常利益   14,621 9.0  11,704 7.2  34,634 10.3 

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益  －   45   －   

２．投資有価証券売却
益  3   2   3   

３．貸倒引当金戻入益  131   127   771   

４．退職年金制度移行
益  －   259   515   

５．その他  90 224 0.2 155 590 0.3 213 1,504 0.5 

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産除却損  310   799   805   

２．減損損失 ※２ 94   1,893   309   

３．事業再編整理損 ※３ －   －   709   

４．投資評価引当金繰
入額  －   728   －   

５．投資有価証券等評
価損  4   9   2   

６．その他  105 515 0.3 186 3,616 2.2 460 2,288 0.7 

税金等調整前中間
（当期）純利益   14,331 8.9  8,678 5.3  33,849 10.1 

法人税、住民税及び
事業税  4,327   5,410   9,493   

法人税等調整額  1,168 5,496 3.4 △875 4,535 2.8 4,417 13,910 4.1 

少数株主利益又は損
失（△）   1,228 0.8  △92 △0.1  1,345 0.5 

中間（当期）純利益   7,605 4.7  4,235 2.6  18,594 5.5 

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書  

  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   39,027  39,027

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１．株式交換による増加高  － － 24,863   

２．自己株式処分差益  0 0 － 24,863 

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期
末）残高 

  39,027  63,890 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   173,173  173,173

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．中間（当期）純利益  7,605  18,594  

２．合併による増加高  46 7,652 46 18,640 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  1,655  3,913  

２．役員賞与  249  251  

３．自己株式処分差損  －  5,856  

４．自己株式消却額  － 1,905 16,547 26,568 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期
末）残高 

  178,920  165,246 

      



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

32,648 63,890 165,246 △1,261 260,523 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）     △2,843   △2,843 

役員賞与（注）     △276   △276 

中間純利益     4,235   4,235 

自己株式の取得       △9,188 △9,188 

自己株式の処分     △9 69 60 

連結範囲の変動     987   987 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

    2,092 △9,118 △7,025 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

32,648 63,890 167,338 △10,380 253,497 

 

評価・換算差額等 

少数株主持
分 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

16,064 △176 15,887 2,070 278,482 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）         △2,843 

役員賞与（注）         △276 

中間純利益         4,235 

自己株式の取得         △9,188 

自己株式の処分         60 

連結範囲の変動         987 

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

144 890 1,034 △138 896 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

144 890 1,034 △138 △6,129 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

16,209 713 16,922 1,932 272,353 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連結キ

ャッシュ・フロー計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

税金等調整前中間（当
期）純利益 

 14,331 8,678 33,849 

減価償却費  7,441 8,724 16,220 

退職給付引当金の増減額
（減少：△） 

 26 △107 △287 

貸倒引当金等の増減額
（減少：△） 

 △316 611 △1,190 

受取利息及び受取配当金  △597 △724 △1,263 

支払利息  30 6 33 

有価証券売却損益等 
（益：△） 

 2 7 2 

投資有価証券売却損益等
（益：△） 

 △3 9 219 

固定資産売却損益 
（益：△） 

 △30 △100 △115 

固定資産除却損等  310 799 805 

減損損失  94 1,893 309 

役員賞与の支払額  △289 △281 △292 

売上債権の増減額 
（増加：△） 

 1,816 △521 7,588 

棚卸資産の増減額 
（増加：△） 

 △2,598 △5,369 △514 

仕入債務の増減額 
（減少：△） 

 △1,644 1,253 △3,956 

未払費用の増減額 
（減少：△） 

 177 1,527 97 

連結調整勘定償却額  △405 － △988 

負ののれん償却額  － △632 － 

その他の流動資産の増減
額（増加：△） 

 282 2,623 △1,181 

その他負債の増減額（減
少：△） 

 △1,416 651 52 

その他  △160 380 △8 

小計  17,048 19,429 49,378 

利息及び配当金の受取額  595 726 1,261 

利息の支払額  △23 △1 △27 

法人税等の支払額  △5,815 △5,719 △11,079 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 11,804 14,435 39,533 

 



  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連結キ

ャッシュ・フロー計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

有価証券の売却による収
入 

 644 13 1,144 

投資有価証券の取得によ
る支出 

 △2,017 △2,095 △3,923 

投資有価証券の売却によ
る収入 

 5,069 32 6,083 

有形固定資産の取得によ
る支出 

 △9,732 △13,978 △20,878 

有形固定資産の売却によ
る収入 

 319 541 727 

貸付金の増減額 
（増加：△） 

 138 363 △277 

その他  725 △254 △2,016 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △4,852 △15,378 △19,141 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

借入金の増減額 
（減少：△） 

 △1,305 1,942 △2,489 

親会社による配当金の支
払額 

 △1,655 △2,843 △3,913 

少数株主への配当金の支
払額 

 △330 △42 △654 

自己株式の取得による支
出 

 △8 △9,188 △17,189 

自己株式の売却による収
入 

 － 60 7 

その他  △34 － 66 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △3,336 △10,071 △24,173 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 892 218 1,740 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加額（減少：△） 

 4,508 △10,796 △2,041 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 122,869 121,127 122,869 

Ⅶ 連結範囲変更による現金
及び現金同等物の増減額
（減少：△） 

 196 2,007 196 

Ⅷ 合併による現金及び現金
同等物の増加高（減少：
△） 

 103 － 103 

Ⅸ 現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高 

※１ 127,677 112,338 121,127 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数  58社 

主要な連結子会社名 

シチズンシービーエム㈱、ミヨ

タ㈱、㈱シチズン電子、シメオ

精密㈱、新星工業有限公司、 

星辰表(香港)有限公司、  

シチズン・デ・メヒコ 

S.A.de C.V.、 

冠潤実業有限公司、 

シチズン・ウオッチ・カンパニ

ー・オブ・アメリカInc. 

 なお、当中間連結会計期間に

おいて新たに設立したシチズ

ン・システムズ㈱、シチズン・

ディスプレイズ㈱、並びに、重

要性を考慮して㈱オーセンティ

ックの３社を連結の範囲に含め

ております。 

 また、シルバー電研㈱と非連

結子会社の㈱シルテックが合併

いたしました。 

 一方、シチズン エルシーテッ

ク㈱及びシチズン・アメリカ・

コーポレーションの２社は解散

により、連結の範囲から除外し

ております。 

(1) 連結子会社の数  66社 

主要な連結子会社名 

シチズンシービーエム㈱、シチ

ズンミヨタ㈱、シチズン電子

㈱、シチズンファインテック

㈱、新星工業有限公司、 

星辰表(香港)有限公司、  

シチズン・デ・メヒコ 

S.A.de C.V.、 

西鉄城精電科技(香港)有限公

司、 

シチズン・ウオッチ・カンパニ

ー・オブ・アメリカInc. 

 なお、当中間連結会計期間よ

り、冠潤実業有限公司は西鉄城

精電科技(香港)有限公司に名称

を変更しております。 

 また、㈱オンタイム、シチズ

ン電子タイメル㈱、㈱フジミ、

シチズン・ウオッチ(チャイナ)

Co.,Ltd、Ｃ－Ｅ(Ｄｅｕｔｓｃ

ｈｌａｎｄ)GmbH、西鉄城電子貿

易(上海)有限公司、西鉄城電子

(南京)有限公司、シチズン・シ

ステムズ・ヨーロッパGmbH、シ

チズン・マシナリー・アジア

Co.,Ltd.の９社につきまして

は、重要性を考慮して連結の範

囲に含めております。 

(1) 連結子会社の数 57社 

主要な連結子会社名 

シチズンシービーエム㈱、ミヨ

タ㈱、㈱シチズン電子、シメオ

精密㈱、新星工業有限公司、 

星辰表(香港)有限公司、 

シチズン・デ・メヒコ 

S.A.de C.V.、 

冠潤実業有限公司、 

シチズン・ウオッチ・カンパニ

ー・オブ・アメリカInc. 

 なお、当連結会計年度におい

て上尾精密㈱と㈱シチズン岩手

（いずれも連結子会社）が合併

しシチズン東北㈱に名称を変更

しております。 

 また、新たに設立したシチズ

ン・システムズ㈱、シチズン・

ディスプレイズ㈱、並びに、重

要性を考慮して㈱オーセンティ

ックの３社を連結の範囲に含め

ております。 

 一方、シチズン エルシーテッ

ク㈱及びシチズン・アメリカ・

コーポレーションの２社は解散

により、連結の範囲から除外し

ております。 

 その他では、シルバー電研㈱

と非連結子会社の㈱シルテック

が合併しております。 

 (2) 主要な非連結子会社の名称等 (2) 主要な非連結子会社の名称等 (2) 主要な非連結子会社の名称等 

 主要な非連結子会社 

シチズン・システムズ・ヨーロ

ッパGmbH、 

シチズン・マシナリー・アジア

Co.,Ltd. 

主要な非連結子会社 

シチズン・ウオッチ・カンパニ

ー・オブ・カナダ LTD. 

シチズン・ウオッチ・ド・ブラ

ジル S.A. 

主要な非連結子会社 

シチズン・システムズ・ヨーロ

ッパGmbH、 

シチズン・マシナリー・アジア 

Co.,Ltd. 

  （連結の範囲から除いた理由） 

 連結の範囲から除外した非

連結子会社の総資産、売上

高、中間純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等の各合計は、

中間連結財務諸表上の総資

産、売上高、中間純損益及び

利益剰余金等に対し、いずれ

も僅少であり、全体として中

間連結財務諸表に重要な影響

は及ぼしておりません。 

（連結の範囲から除いた理由） 

同   左 

（連結の範囲から除いた理由） 

 連結の範囲から除外した非

連結子会社の総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等の各合計は、

連結財務諸表上の総資産、売

上高、当期純損益及び利益剰

余金に対し、いずれも僅少で

あり、全体として連結財務諸

表に重要な影響は及ぼしてお

りません。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法適用の関連会社 

該当事項はありません。 

(1) 持分法適用の関連会社 

同   左 

(1) 持分法適用の関連会社 

同   左 

 (2) 持分法を適用していない非連

結子会社（華港精密（江門）

有限公司、シチズン・システ

ムズ・ヨーロッパGmbH）及び

関連会社（丸紅シチズン－シ

ンコムInc.）は、それぞれ中

間純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合

う額）等からみて、中間連結

財務諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても

重要性がないため持分法の適

用範囲から除外しておりま

す。 

(2) 持分法を適用していない非連

結子会社（シチズン・ウオッ

チ・カンパニー・オブ・カナ

ダ LTD.、シチズン・ウオッ

チ・ド・ブラジル S.A..）及

び関連会社(丸紅シチズン－シ

ンコムInc.)は、それぞれ中間

純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、中間連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重

要性がないため持分法の適用

範囲から除外しております。 

(2) 持分法を適用していない非連

結子会社（シチズン・システ

ムズ・ヨーロッパGmbH、シチ

ズン・マシナリー・アジア

Co.,Ltd.）及び関連会社(丸紅

シチズン－シンコムInc.)は、

それぞれ当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみ

て、連結財務諸表に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため持

分法の適用範囲から除外して

おります。 

３．連結子会社の（中間）決

算日等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日が中間

連結決算日と異なる会社は㈱栄商

会、㈱東京美術、シチズン・ウオ

ッチ・カンパニー・オブ・アメリ

カInc.及びその他の海外子会社の 

34社であります。 

 ㈱栄商会及び㈱東京美術の中間

決算日は８月31日、また、シチズ

ン・ウオッチ・カンパニ－・オ

ブ・アメリカInc.及びその他の海

外子会社31社の中間決算日は６月 

30日であります。当中間連結財務

諸表の作成に当たっては、中間連

結決算日との差異が３ヶ月を超え

ない国内子会社については、各社

の事業年度に係る中間財務諸表を

使用し、当該中間決算日と中間連

結決算日が異なることから生ずる

連結会社間取引に係る会計記録の

重要な不一致等については、連結

上必要な調整を行なっておりま

す。また、海外子会社について

は、中間連結決算日において中間

連結財務諸表作成の基礎となる中

間財務諸表を作成するために必要

とされる決算を行なっておりま

す。 

 連結子会社の中間決算日が中間

連結決算日と異なる会社は㈱栄商

会、㈱東京美術、㈱オンタイム、

シチズン・ウオッチ・カンパニ

－・オブ・アメリカInc.及びその

他の海外子会社の41社でありま

す。 

 ㈱栄商会、㈱東京美術及び㈱オ

ンタイムの中間決算日は８月31

日、また、シチズン・ウオッチ・

カンパニ－・オブ・アメリカInc.

及びその他の海外子会社37社の中

間決算日は６月30日であります。

当中間連結財務諸表の作成に当た

っては、中間連結決算日との差異

が３ヶ月を超えない国内子会社に

ついては、各社の事業年度に係る

中間財務諸表を使用し、当該中間

決算日と中間連結決算日が異なる

ことから生ずる連結会社間取引に

係る会計記録の重要な不一致等に

ついては、連結上必要な調整を行

なっております。また、海外子会

社については、中間連結決算日に

おいて中間連結財務諸表作成の基

礎となる中間財務諸表を作成する

ために必要とされる決算を行なっ

ております。 

 連結子会社の事業年度の末日が

連結決算日と異なる会社は、㈱栄

商会、㈱東京美術、シチズン・ウ

オッチ・カンパニー・オブ・アメ

リカInc.及びその他の海外子会社

の34社であります。 

 これらの子会社の事業年度の末

日は、海外子会社については12 

月31日、㈱栄商会、㈱東京美術

は、２月末日であります。連結財

務諸表作成にあたっては、連結決

算日との差異が３ヶ月を越えない

国内子会社については、各社の事

業年度にかかる財務諸表を使用

し、当該決算日と連結決算日が異

なることから生ずる連結会社間取

引にかかる会計記録の重要な不一

致等については、連結上必要な調

整を行なっております。 

 また、海外子会社については、

連結決算日において連結財務諸表

作成の基礎となる財務諸表を作成

するために必要とされる決算を行

なっております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

 ①有価証券 ①有価証券 ①有価証券 

 満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

満期保有目的の債券 

同   左 

満期保有目的の債券 

同   左 

 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同   左 

子会社株式及び関連会社株式 

同   左 

 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理

し、売却原価は、主として移

動平均法により算定） 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は、主として

移動平均法により算定） 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は、主として移動平

均法により算定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同   左 

時価のないもの 

同   左 

 ②デリバティブ 

 時価法 

②デリバティブ 

同   左 

②デリバティブ 

同   左 

 ③棚卸資産 

 主として総平均法による原

価法に基づく低価法により評

価しております。 

③棚卸資産 

同   左 

③棚卸資産 

同   左 

 (ロ)重要な減価償却資産の減価償

却方法 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償

却方法 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償

却方法 

 ①有形固定資産 

 主として定率法を採用して

おります。 

 なお、主な耐用年数は、次

のとおりであります。 

建物及び構築物   ３～50年 

機械装置及び運搬具 ２～10年 

①有形固定資産 

同   左 

①有形固定資産 

同   左 

 ②無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。 

②無形固定資産 

同   左 

②無形固定資産 

同   左 

  (ハ)重要な引当金の計上基準 (ハ)重要な引当金の計上基準 (ハ)重要な引当金の計上基準 

  

①貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒

損失に備えるため、当社及び

国内連結子会社は一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

 また、在外連結子会社につ

いては、個別の債権の回収可

能性を勘案した所要見積額を

計上しております。 

①貸倒引当金 

同   左 

①貸倒引当金 

同   左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

②投資評価引当金 

 非連結子会社株式等（減損

会計適用銘柄を除く）の著し

い価値の下落による損失に備

えるため、中間連結会計期間

末における実質価額等を考慮

して計上しております。 

②投資評価引当金 

同   左 

②投資評価引当金 

 非連結子会社株式等（減損

会計適用銘柄を除く）の著し

い価値の下落による損失に備

えるため、期末における実質

価額等を考慮して計上してお

ります。 

 ③賞与引当金 

 従業員賞与については、在

外子会社を除き、支給見込額

基準により引当てを行なって

おります。 

③賞与引当金 

同   左 

③賞与引当金 

同   左 

 ④製品保証等引当金 

 一部の在外販売子会社では

製品のアフターサービス等に

要する費用の引当てとして、

売上高の一定割合を計上して

おります。 

④製品保証等引当金 

同   左 

④製品保証等引当金 

同   左 

  ⑤退職給付引当金 

 当社及び国内連結子会社に

おいて、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。 

 会計基準変更時差異につい

ては、原則として発生年度の

特別損失として処理しており

ます。但し、一部の連結子会

社においては５～10年の定額

法により処理しております。 

 また、過去勤務債務及び数

理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（原則として５年

による定率法）により按分し

た額を、過去勤務債務は、そ

れぞれ発生年度から、数理計

算上の差異は、発生年度の翌

連結会計年度から、費用処理

することとしています。 

⑤退職給付引当金 

 当社及び国内連結子会社に

おいて、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。 

 会計基準変更時差異につい

ては、原則として発生年度の

特別損失として処理しており

ます。但し、一部の連結子会

社においては５～10年の定額

法により処理しております。 

 また、過去勤務債務及び数

理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（原則として５年

による定率法）により按分し

た額を、過去勤務債務は、そ

れぞれ発生年度から、数理計

算上の差異は、発生年度の翌

連結会計年度から、費用処理

することとしています。 

⑤退職給付引当金 

 当社及び国内連結子会社に

おいて、従業員の退職金給付

に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

 会計基準変更時差異につい

ては、原則として発生年度の

特別損失として処理しており

ます。但し、一部の連結子会

社においては主として5～10年

の定額法により処理しており

ます。 

 また、過去勤務債務及び数

理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（原則として５年

による定率法）により按分し

た額を、過去勤務債務は、そ

れぞれ発生年度から、数理計

算上の差異は、発生年度の翌

連結会計年度から、費用処理

することとしています。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

 ────── （追加情報） 

 確定給付型の制度として、

適格退職年金制度及び退職一

時金制度を設けておりました

が、連結子会社の一部は、退

職金制度の一部を適格退職年

金制度から確定拠出年金制度

に移行しました。当該移行に

関しては、「退職給付制度間

の移行等に関する会計処理」

（企業会計基準適用指針第１

号）を適用しております。 

 本移行に伴う影響額は、特

別利益として259百万円計上し

ております。  

（追加情報） 

 確定給付型の制度として、

適格退職年金制度及び退職一

時金制度を設けておりました

が、当社及び連結子会社の一

部は、平成18年１月１日に退

職金制度の一部を適格退職年

金制度から確定拠出年金制度

に移行し、既受給者について

は閉鎖型適格退職年金制度に

移行しました。当該移行に関

しては、「退職給付制度間の

移行等に関する会計処理」

（企業会計基準適用指針第１

号）を適用しております。 

 本移行に伴う影響額は、特

別利益として515百万円計上し

ております。  

  ⑥役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、国内連結子会社

の一部において、内規に基づ

く必要額を発生基準により引

当計上しております。 

⑥   ────── 

  

⑥役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、国内連結子会社

の一部において、内規に基づ

く必要額を発生基準により引

当計上しております。 

  (ニ)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中

間連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の

資産及び負債は、中間連結決

算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は

期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は少数株主持

分及び資本の部における為替

換算調整勘定に含めて計上し

ております。 

(ニ)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中

間連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の

資産及び負債は、中間連結決

算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は

期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定及

び少数株主持分に含めて計上

しております。 

(ニ)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連

結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資

産及び負債は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、

換算差額は少数株主持分及び

資本の部における為替換算調

整勘定に含めて計上しており

ます。 

 (ホ)重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

(ホ)重要なリース取引の処理方法 

同   左 

(ホ)重要なリース取引の処理方法 

同   左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

(ヘ)その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(ヘ)その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(ヘ)その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

 ①消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。 

①消費税等の会計処理 

同   左 

①消費税等の会計処理 

同   左 

 ②   ────── 

  

②   ────── 

  

②株式交換制度を利用した連結

子会社の子会社化に伴う資本

連結手続き 

 当社は、平成17年10月１日

をもって、当社を完全親会社

とし連結子会社である㈱シチ

ズン電子（現シチズン電子

㈱）、ミヨタ㈱（現シチズン

ミヨタ㈱）、シメオ精密㈱

（現シチズンファインテック

㈱）、狭山精密工業㈱及び河

口湖精密㈱（現シチズンセイ

ミツ㈱）を当社の完全子会社

とする株式交換を実施いたし

ました。株式交換に係る資本

連結手続きについては、「株

式交換及び株式移転制度を利

用して完全親子会社会社関係

を創設する場合の資本連結手

続」（日本公認会計士協会会

計制度委員会研究報告第６

号）に準拠しております。 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び

取得日から３ヶ月以内に満期

日の到来する流動性の高い、

容易に換金可能であり、かつ

価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない短期的な投

資としております。 

同   左 同   左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これにより税金等調整

前中間純利益は94百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づき各資産の金

額から直接控除しております。 

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これにより税金等調整前当期

純利益は309百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の連結財務諸表規則に基づき各資産の金額か

ら直接控除しております。 

 ────── 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は270,420百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

 ────── 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

──────  

  

 （中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」とし

て掲記されていたものは、当中間連結会計期間から「負

ののれん」と表示しております。  

  

 ────── 

  

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期間

から「負ののれん償却額」と表示しております。 

  

──────  （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期間

から「負ののれん償却額」と表示しております。 



追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社及び国内連結子会社の一部において、

役員の退職慰労金について内規に基づく必要

額を役員退職慰労引当金に計上しておりまし

たが、役員退職慰労金制度を平成17年６月に

廃止しました。なお、従来の役員退職慰労引

当金相当額を流動負債のその他及び固定負債

のその他へ振り替えております。 

 国内連結子会社の一部において、役員の退

職慰労金について内規に基づく必要額を役員

退職慰労引当金に計上しておりましたが、役

員退職慰労金制度を廃止しました。なお、従

来の役員退職慰労引当金相当額を流動負債の

その他及び固定負債のその他へ振り替えてお

ります。 

 当社及び国内連結子会社の一部において、

役員の退職慰労金について内規に基づく必要

額を役員退職慰労引当金に計上しておりまし

たが、役員退職慰労金制度を平成17年６月に

廃止しました。なお、従来の役員退職慰労引

当金相当額を流動負債のその他及び固定負債

のその他へ振り替えております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

236,019百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

241,145百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

238,479百万円であります。 

※２．国庫補助金等に基づく有形固定資産の

圧縮記帳累計額 

※２．国庫補助金等に基づく有形固定資産の

圧縮記帳累計額 

※２．国庫補助金等に基づく有形固定資産の

圧縮記帳累計額 

土地                167百万円 

建物及び構築物     190百万円 

機械装置         68百万円 

土地                167百万円 

建物及び構築物     219百万円 

機械装置         69百万円 

土地             167百万円 

建物及び構築物     219百万円 

機械装置        69百万円 

 ３．保証債務  ３．保証債務  ３．保証債務 

連結会社以外の会社の銀行借入等に対

し、保証を行なっております。 

連結会社以外の会社の銀行借入等に対

し、保証を行なっております。 

連結会社以外の会社の銀行借入等に対

し、保証を行なっております。 

シチズン・ウオッチ

ズ・(インディア)Pv

t.Ltd. 

 63百万円 

(IR   24,575千)

シチズン・ウオッ

チ・カンパニー・オ

ブ・カナダLtd. 

     131百万円 

(CAN$  1,360千)

シチズン・システム

ズ・ヨ－ロッパ 

GmbH 

    9百万円 

(£50千)

計 204百万円 

シチズン・ウオッチ

ズ・(インディア)Pv

t.Ltd. 

   99百万円 

(IR 38,400千)

シチズン・ウオッ

チ・ド・ブラジル 

S.A. 

３百万円 

（BRL 63千) 

当社グループの得意

先が抱えるリース債

務に対する保証 

241百万円 

計    344百万円 

シチズン・ウオッチ

ズ・(インディア) 

Ltd. 

     65百万円 

(IR 24,772千)

シチズン・ウオッ

チ・カンパニー・オ

ブ・カナダLtd. 

     139百万円 

(CAN$  1,375千)

シチズン・システム

ズ・ヨ－ロッパ 

GmbH 

   ２百万円 

(£ 10千)

シチズン・ウオッ

チ・ド・ブラジル 

S.A. 

 202百万円 

（US$ 1,721千) 

当社グループの得意

先が抱えるリース債

務に対する保証 

  280百万円 

計 689百万円 

 ４．輸出手形割引高     770百万円及び  

受取手形裏書譲渡高 185百万円であり

ます。 

 ４．輸出手形割引高     1,364百万円及び

受取手形裏書譲渡高  72百万円であ

ります。 

 ４．輸出手形割引高   669百万円及び  

受取手形裏書譲渡高 152百万円であ

ります。 

──────  ※５．中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会

計処理については、当中間連結会計期

間の末日が金融機関の休日でしたが、

満期日に決済が行われたものとして処

理しております。当中間連結会計期間

末日満期手形の金額は次のとおりであ

ります。 

 受取手形     823百万円 

 支払手形     995百万円 

 設備関係支払手形 197百万円 

────── 

 



前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※６．担保に供している資産並びに担保付債

務は次のとおりであります。 

※６．担保に供している資産並びに担保付債

務は次のとおりであります。 

※６．担保に供している資産並びに担保付債

務は次のとおりであります。 

（百万円）

担保資産   

預金 70 (－)

建物及び構築物 243 (243)

機械装置 47 (47)

工具・器具・備品 3 (3)

合計 364 (294)

   

担保付債務   

短期借入金 － (－) 

（百万円）

担保資産   

預金 70 (－)

建物及び構築物 226 (226)

機械装置 46 (46)

工具・器具・備品 3 (3)

合計 346 (276)

   

担保付債務   

短期借入金 － (－) 

（百万円）

担保資産   

預金 70 (－)

建物及び構築物 235 (235)

機械装置 47 (47)

工具・器具・備品 3 (3)

合計 356 (286)

   

担保付債務   

短期借入金 － (－) 

上記のうち、（ ）内書は、工場財団

抵当並びに当該債務を示しておりま

す。 

上記のうち、（ ）内書は、工場財団

抵当並びに当該債務を示しておりま

す。 

上記のうち、（ ）内書は、工場財団

抵当並びに当該債務を示しておりま

す。 

７．当座貸越契約及び貸出コミットメント 

 当社及び連結子会社（河口湖精密㈱他

１社）は、運転資金の効率的な調達を行

なうため取引銀行６行と当座貸越契約及

び貸出コミットメント契約を締結してお

ります。これら契約に基づく当中間連結

会計期間末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

７．当座貸越契約及び貸出コミットメント 

 当社グループは、運転資金の効率的な

調達を行なうため取引銀行５行と当座貸

越契約及び貸出コミットメント契約を締

結しております。これら契約に基づく当

中間連結会計期間末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 

７．当座貸越契約及び貸出コミットメント 

 当社グループは、運転資金の効率的な

調達を行なうため取引銀行５行と当座貸

越契約及び貸出コミットメント契約を締

結しております。これら契約に基づく当

連結会計年度末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額 
12,580百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 12,580百万円 

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額 
11,700百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 11,700百万円 

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額 
9,200百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 9,200百万円 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

 （百万円）

減価償却費 1,080

貸倒引当金繰入額 0

賞与引当金繰入額 1,044

退職給付費用 565

役員退職慰労引当金繰入額 95

人件費 10,439

広告宣伝費 5,057

製品保証等引当金繰入額 106

研究開発費 5,531

 （百万円）

減価償却費 1,025

貸倒引当金繰入額 44

賞与引当金繰入額 1,338

退職給付費用 503

役員退職慰労引当金繰入額 25

人件費 12,003

広告宣伝費 5,844

製品保証等引当金繰入額 124

研究開発費 6,726

 （百万円）

減価償却費 2,146

貸倒引当金繰入額 97

賞与引当金繰入額 1,677

退職給付費用 1,230

役員退職慰労引当金繰入額 150

人件費 22,208

広告宣伝費 10,997

製品保証等引当金繰入額 202

研究開発費 11,070

※２.減損損失 

当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて

減損損失を計上しました。 

 上記の資産は遊休状態にあり、今

後の使用見込みがないため、当該資

産の帳簿価額を回収可能価額まで減

額し減損損失（94百万円）として特

別損失に計上しました。 

 なお、これらの回収可能価額は正

味売却可能価額により測定してお

り、遊休設備の時価は、主として取

得価額の５％相当額としておりま

す。 

場所 用途 種類 

 東京事業所他 遊休設備  機械装置  

※２.減損損失 

 当社グループは、原則として管理会

計上の事業区分に基づく事業部単位を

キャッシュ・フローを生み出す最小の

単位とし、グルーピングを行っていま

す。なお、一部の連結子会社について

は、規模に鑑み、会社単位を基準とし

てグルーピングを行っています。ま

た、本社等、特定の事業との関連が明

確でない資産については共用資産とし

ております。 

 当中間連結会計期間は、今後使用見

込みがない遊休設備及び収益性の悪化

した電子デバイス部品に係る事業資産

について減損処理を行い、減損損失

（1,893百万円）として特別損失に計

上しました。その主な内訳は、機械装

置で319百万円、長期前払費用1,508百

万円です。 

※２.減損損失 

 当社グループは、原則として管理会

計上の事業区分に基づく事業部単位を

キャッシュ・フローを生み出す最小の

単位とし、グルーピングを行っていま

す。なお、一部の連結子会社について

は、規模に鑑み、会社単位を基準とし

てグルーピングを行っています。ま

た、本社等、特定の事業との関連が明

確でない資産については共用資産とし

ております。 

 当連結会計年度は、今後の使用見込

みがない遊休設備、収益性の悪化した

光学デバイス製品に係る事業用資産及

び処分の決定した資産について減損処

理を行い、減損損失(309百万円）とし

て特別損失に計上しました。その内訳

は、土地・建物及び構築物で４百万

円、機械装置305百万円です。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────  

  

 なお、回収可能価額は、遊休設備につ

いては、正味売却可能価額を使用し、

主として取得価額の５％相当額を使用

しています。電子デバイス部品に係る

事業資産については、使用価値を使用

し、将来キャッシュ・フローを５％で

割り引いて算出しています。 

 当中間連結会計期間において減損損

失を認識した資産の内訳は次のとおり

です。 

場所 用途 種類 

東京都西東京

市東京事業所

他 

遊休設備  

土地・建物及

び構築物  

機械装置  

長野県御代田

町  

電子デバイス

部品事業用資

産  

機械装置、 

器具備品、長

期前払費用 

 なお、回収可能価額は、遊休設備につ

いては、正味売却可能価額を使用し、

主として取得価額の５％相当額、処分

の決定した資産については売却予定額

を使用しています。光学デバイス製品

に係る事業資産については、使用価値

を使用し、将来キャッシュ・フローを

５％で割り引いて算出しています。 

 当連結会計年度において減損損失を

認識した資産の内訳は次のとおりで

す。 

※３.事業再編整理損709百万円は、当社及び

当社の連結子会社の一部において、時計

事業及びその他の事業の再編にかかる費

用であります。 

場所 用途 種類 

東京都西東京

市東京事業所

他 

遊休設備  機械装置  

長野県御代田

町  

光学デバイス

製品事業用資

産  

機械装置  

埼玉県寄居町 倉庫  
土地・建物及

び構築物  



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

（注）１．自己株式数の増加9,594,353株は、市場買付けによる増加9,582,000株及び単元未満株式の買取による増加

12,353株であります。 

２．自己株式数の減少70,478株は、単元未満株式の買増請求による減少478株及び新株予約権の行使による減少

70,000株であります。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 380,353,809 － － 380,353,809 

合計 380,383,809 － － 380,353,809 

自己株式     

普通株式（注）１．２． 1,277,972 9,594,353 70,478 10,801,847 

合計 1,277,972 9,594,353 70,478 10,801,847 

 ２．配当に関する事項 

  （１）配当金支払額 
 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 2,843 7.50 平成18年３月31日 平成18年６月28日 

  （２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの  

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月14日 

取締役会 
普通株式 2,771  利益剰余金 7.50 平成18年９月30日 平成18年12月８日

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 

（百万円）

現金及び預金勘定 113,822

有価証券勘定 16,867

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△2,489

株式及び償還期間が

３ヶ月を超える債券

等 

△522

現金及び現金同等物 127,677

（百万円）

現金及び預金勘定 112,322

有価証券勘定 2,180

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△2,164

株式及び償還期間が

３ヶ月を超える債券

等 

△0

現金及び現金同等物 112,338

（百万円）

現金及び預金勘定 107,881

有価証券勘定 15,984

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△2,717

株式及び償還期間が

３ヶ月を超える債券

等 

△21

現金及び現金同等物 121,127



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 

26 12 14 

その他(工
具・器具・
備品) 

4,404 2,459 1,945 

無形固定資
産 

31 18 13 

合計 4,462 2,490 1,972 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

2,417 778 1,638 

その他(工
具・器具・
備品) 

3,145 1,747 1,397 

無形固定資
産 

279 161 117 

合計 5,842 2,688 3,153 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

494 29 464 

その他(工
具・器具・
備品) 

4,537 2,614 1,922 

無形固定資
産 

23 12 10 

合計 5,055 2,657 2,397 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

同   左 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 685百万円 

１年超 1,287百万円 

合計 1,972百万円 

１年内 846百万円 

１年超 2,307百万円 

合計 3,153百万円 

１年内 684百万円 

１年超 1,713百万円 

合計 2,397百万円 

（注） 未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

同   左 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

しております。 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 665百万円 

減価償却費相当額 665百万円 

支払リース料 637百万円 

減価償却費相当額 637百万円 

支払リース料 1,092百万円 

減価償却費相当額 1,092百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっています。 

同   左 同   左 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありませ

ん。  

（減損損失について） 

        同   左 

 （減損損失について） 

        同   左 



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間末）（平成17年９月30日現在） 

有価証券 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）国債・地方債等 － － － 

(2）社債 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 － － － 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 8,764 28,400 19,636 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 1,024 1,023 △0 

(3）その他 － － － 

合計 9,788 29,423 19,635 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)満期保有目的の債券  

非上場債券 12,397 

(2)その他有価証券  

非上場株式 1,497 

投資信託 4,446 



（当中間連結会計期間末）（平成18年９月30日現在） 

有価証券 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について15百万円の減損処理を行なってお

ります。当該減損処理は、当中間連結会計期間末における時価が取得価額に対して著しく下落し、回復の見込

みがないものを対象としておりますが、時価が30％を超えて下落している銘柄については、時価の回復は困難

とみなして減損処理を行なっております。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）国債・地方債等 － － － 

(2）社債 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 － － － 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 9,121 36,503 27,382 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 9,121 36,503 27,382 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)満期保有目的の債券  

非上場債券 － 

(2)その他有価証券  

非上場株式 1,351 

投資信託 2,180 



（前連結会計年度末）（平成18年３月31日現在） 

有価証券 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について１百万円の減損処理を行なっておりま

す。当該減損処理は、当連結会計年度末における時価が取得価額に対して著しく下落し、回復の見込みがない

ものを対象としておりますが、時価が30％を超えて下落している銘柄については、時価の回復は困難とみなし

て減損処理を行なっております。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

次へ 

 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）国債・地方債等 － － － 

(2）社債 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 － － － 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 8,769 35,928 27,160 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 23 21 △2 

合計 8,793 35,951 27,157 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)満期保有目的の債券  

非上場債券 11,497 

(2)その他有価証券  

非上場株式 1,416 

投資信託 4,466 



（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間末）（平成17年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（当中間連結会計期間末）（平成18年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（前連結会計年度末）（平成18年３月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

通   貨 
為替予約取引 4,706 4,786 △79 

通貨オプション取引 2,970 59 △50 

商   品 商品先渡取引 50 53 3 

合    計 － － △126 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

通   貨 
為替予約取引 4,822 4,893 △70 

通貨オプション取引 － － － 

商   品 商品先渡取引 147 151 3 

合    計 － － △66 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

通   貨 
為替予約取引 1,859 1,867 △8 

通貨オプション取引 175 2 △1 

商   品 商品先渡取引 65 73 7 

合    計 － － △2 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 
時計事業 
（百万円） 

電子デバ 
イス事業 
（百万円） 

電子機器 
製品事業 
（百万円） 

産業用機械
事業 

（百万円） 

その他の 
事業 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高         

(1）外部顧客に対

する売上高 
58,448 57,444 11,508 17,693 16,828 161,922 － 161,922 

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

－ 1,031 － － － 1,031 (1,031) － 

計 58,448 58,475 11,508 17,693 16,828 162,953 (1,031) 161,922 

営業費用 49,545 53,744 10,682 15,391 16,596 145,960 3,077 149,038 

営業利益 8,903 4,730 825 2,301 231 16,992 (4,109) 12,883 

 
時計事業 
（百万円） 

電子デバ 
イス事業 
（百万円） 

電子機器 
製品事業 
（百万円） 

産業用機械
事業 

（百万円） 

その他の 
事業 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高         

(1）外部顧客に対

する売上高 
63,033 49,869 13,556 21,043 16,044 163,546 － 163,546 

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

－ 917 － － － 917 (917) － 

計 63,033 50,786 13,556 21,043 16,044 164,463 (917) 163,546 

営業費用 53,539 50,137 12,097 17,863 15,316 148,953 4,403 153,356 

営業利益 9,493 649 1,458 3,180 727 15,510 (5,320) 10,189 

 
時計事業 
（百万円） 

電子デバ 
イス事業 
（百万円） 

電子機器 
製品事業 
（百万円） 

産業用機械
事業 

（百万円） 

その他の 
事業 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高         

(1）外部顧客に対

する売上高 
125,038 111,112 25,098 37,176 37,514 335,940 － 335,940 

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

－ 2,078 － － － 2,078 (2,078) － 

計 125,038 113,191 25,098 37,176 37,514 338,019 (2,078) 335,940 

営業費用 104,499 105,129 22,924 31,691 34,774 299,020 6,403 305,423 

営業利益 20,538 8,061 2,174 5,485 2,739 38,998 (8,481) 30,516 



 （注）１．事業区分の決定方法 

事業区分は製品の種類、性質、製造方法、販売市場の類似性を総合的に判断し、下記事業区分といたしまし

た。 

２．各事業区分の主要な製品 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

事業区分 主要な製品 

時計事業 
アナログ・デジタル・コンビネーションの各種ウオッチ、腕時計内装・外装部

品、各種クロック他 

電子デバイス事業 
チップＬＥＤ、バックライトユニット、液晶表示装置、水晶振動子、 

電子ビューファインダー他 

電子機器製品事業 各種プリンタ、フロッピーディスク駆動装置、電子体温計、電卓他 

産業用機械事業 小型ＣＮＣ自動旋盤、各種ロボット、汎用工作機械、計測機器他 

その他の事業 宝飾製品、球機用機器、自動車部品、治工具他 

 
前中間連結会計
期間 

当中間連結会計
期間 

前連結会計年度 主な内容 

消去又は全社の項目

に含めた配賦不能営

業費用の金額 

（百万円） 

4,109 5,320 8,481 

当社の本社管理部門に係

る費用並びに基礎研究に

係る費用であります。 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。 

(1）アジア…………中国・香港、韓国、台湾、シンガポール、タイ、マレーシア 

(2）アメリカ………米国、パナマ、メキシコ 

(3）ヨーロッパ……ドイツ、イギリス、イタリア、スペイン 

(4）その他…………オーストラリア 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

 
日本 

（百万円） 
アジア 

（百万円）
アメリカ 
（百万円）

ヨーロッパ
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高         

(1）外部顧客に対する売上高 125,782 13,940 13,386 7,956 856 161,922 － 161,922 

(2）セグメント間の内部売上高又は振

替高 
23,700 30,304 62 60 － 54,128 (54,128) － 

計 149,483 44,244 13,449 8,016 856 216,050 (54,128) 161,922 

営業費用 133,956 43,269 12,828 7,771 877 198,703 (49,664) 149,038 

営業利益又は営業損失(△) 15,526 975 621 244 △21 17,347 (4,463) 12,883 

 
日本 

（百万円） 
アジア 

（百万円）
アメリカ 
（百万円）

ヨーロッパ
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高         

(1）外部顧客に対する売上高 121,440 14,720 15,252 11,277 855 163,546 － 163,546 

(2）セグメント間の内部売上高又は振

替高 
29,204 35,136 942 71 － 65,355 (65,355) － 

計 150,645 49,857 16,195 11,348 855 228,902 (65,355) 163,546 

営業費用 139,085 49,540 15,032 10,695 866 215,220 (61,863) 153,356 

営業利益又は営業損失(△) 11,559 316 1,163 653 △10 13,682 (3,492) 10,189 

 
日本 

（百万円） 
アジア 
（百万円）

アメリカ 
（百万円）

ヨーロッパ
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高         

(1）外部顧客に対する売上高 259,329 25,489 31,331 17,974 1,816 335,940 － 335,940 

(2）セグメント間の内部売上高又は振

替高 
43,516 58,786 1,197 101 － 103,602 (103,602) － 

計 302,845 84,276 32,528 18,076 1,816 439,543 (103,602) 335,940 

営業費用 270,757 83,651 29,755 17,326 1,792 403,283 (97,859) 305,423 

営業利益又は営業損失(△) 32,087 625 2,773 750 23 36,260 (5,743) 30,516 

 
前中間連結会計
期間 

当中間連結会計
期間 

前連結会計年度 主な内容 

消去又は全社の項目

に含めた配賦不能営

業費用の金額 

（百万円） 

4,463 3,492 5,743 

当社の本社管理部門に係

る費用並びに基礎研究に

係る費用であります。 



【海外売上高】 

 海外売上高、連結売上高及び連結売上高に占める海外売上高の割合は次のとおりであります。 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

３．各区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。 

(1）アジア…………中国・香港、韓国、シンガポール、タイ、他 

(2）アメリカ………米国、カナダ、パナマ、ブラジル、メキシコ、他 

(3）ヨーロッパ……ドイツ、イギリス、フランス、イタリア、スペイン、他 

(4）その他…………オセアニア、アフリカ 

 アジア アメリカ ヨーロッパ その他 計 

Ⅰ．海外売上高（百万円） 50,429 20,737 20,839 1,977 93,984 

Ⅱ．連結売上高（百万円）     161,922 

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
31.1 12.8 12.9 1.2 58.0 

 アジア アメリカ ヨーロッパ その他 計 

Ⅰ．海外売上高（百万円） 50,595 21,109 20,717 1,963 94,386 

Ⅱ．連結売上高（百万円）     163,546 

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
30.9 12.9 12.7 1.2 57.7 

 アジア アメリカ ヨーロッパ その他 計 

Ⅰ．海外売上高（百万円） 101,963 45,627 43,038 4,283 194,912 

Ⅱ．連結売上高（百万円）     335,940 

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
30.3 13.6 12.8 1.3 58.0 



（１株当たり情報） 

（注）１．１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

（注）２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 837.89 円 

１株当たり中間純利益 25.26 円 

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益 
23.14 円 

１株当たり純資産額 731.75 円

１株当たり中間純利益 11.21 円

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益 
10.45 円

１株当たり純資産額 728.43 円

１株当たり当期純利益 53.23 円

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
49.24 円

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 7,605 4,235 18,594 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 279 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (279) 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
7,605 4,235 18,314 

期中平均株式数（千株） 301,060 377,644 344,088 

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 
   

中間（当期）純利益調整額（百万円） － － － 

普通株式増加数（千株） 27,621 27,697 27,887 

（うち新株予約権付社債） (27,577) (27,577) (27,577) 

（うちストックオプション） (43) (119) (309) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

───── ───── ───── 

 
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円） － 272,353 － 

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円） 
－ 1,932 － 

（うち少数株主持分） (－) (1,932) (－) 

普通株式に係る中間期末（期末）の純

資産額（百万円） 
－ 270,420 － 

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た中間期末（期末）の普通株式の数

（千株） 

－ 369,551 － 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．ストックオプションの発行 

 当社は、平成17年６月29日開催の

定時株主総会及び平成17年10月５日

開催の取締役会において、商法第280

条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づ

き、新株予約権を発行することを決

議いたしました。その内容は「第４ 

提出会社の状況 １．株式等の状況 

（２）新株予約権等の状況」に記載

のとおりであります。   

１．       ────── １．       ────── 

２．株式交換 

 当社は、平成17年10月１日をもっ

て、当社を完全親会社とし、当社の

連結子会社である㈱シチズン電子

（現シチズン電子㈱）、ミヨタ㈱

（現シチズンミヨタ㈱）、シメオ精

密㈱（現シチズンファインテック

㈱）、狭山精密工業㈱及び河口湖精

密㈱（現シチズンセイミツ㈱）（以

下、子会社を総称して「グループ５

社」という。）を完全子会社とする

株式交換を実施いたしました。 

 （１）株式交換の概要 

①株式交換の目的 

 当社及びグループ５社は、シチズ

ングループの自立性を尊重する風土

の中で、切磋琢磨しながら、それを

活力として競争力を高め、成果を上

げてまいりましたが、この度、グル

ープ全体の経営資源の最適化及び経

営の効率化の観点から、当社を完全

親会社とし、グループ５社を完全子

会社とする株式交換を行ない、グル

ープとしての総合力を結集し、更な

るグループ価値の向上を目指すこと

といたしました。 

②株式交換の日 

 平成17年10月１日 

③増加すべき資本金及び資本準備金

の額 

 当社が、株式交換により増加した

資本金及び資本準備金の額は以下の

とおりであります。 

資本金  ：増加させません 

資本準備金： 17,451百万円 

２．       ────── ２．       ────── 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

④株式交換に際し発行する株式及び

割当 

 当社は株式交換に際し、新たに普

通株式88,077,759株を発行し、自己

の保有する普通株式10,000,000株と

併せて株式交換の日の前日の最終の

グループ５社それぞれの株主名簿

（㈱シチズン電子、ミヨタ㈱及びシ

メオ精密㈱につき実質株主名簿含

む）に記載又は記録された株主（当

社を除く）に対し、その所有するグ

ループ５社それぞれの普通株式１株

につき、株式交換比率欄に記載され

た株数の当社の普通株式を割当交付

いたしました。 

（２）㈱シチズン電子の概要 

代表者 代表取締役社長 枡澤 敬 

資本金 1,988百万円 

    (平成17年９月30日現在) 

住所  山梨県富士吉田市上暮地 

    一丁目23番１号 

①主な事業の内容 

 電子デバイス、応用・音響製品、 

 時計・特機製品他の製造並びに 

 販売 

②売上高及び中間純利益 

 （平成17年９月期） 

 売上高   36,019百万円 

 中間純利益  3,009百万円 

③資産、負債、資本の状況 

 （平成17年９月30日現在） 

 資産合計  65,483百万円 

 負債合計  21,422百万円 

 資本合計  44,060百万円 

  

会社名 株式交換比率 

シチズン時計㈱  1 

㈱シチズン電子  5.77 

ミヨタ㈱ 2.18 

シメオ精密㈱  0.97 

狭山精密工業㈱  27.3 

河口湖精密㈱  7.77 

────── ────── 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（３）ミヨタ㈱の概要  

代表者 代表取締役社長 前川 祐三 

資本金 1,753百万円 

    (平成17年９月30日現在) 

住所  長野県北佐久郡御代田町 

    大字御代田4107番地５ 

①主な事業の内容 

 腕時計、水晶デバイス、 

 映像用電子機器、液晶表示機器、 

 高密度実装、産業用機械装置他 

 の製造並びに販売 

②売上高及び中間純利益 

 （平成17年９月期） 

 売上高   15,910百万円 

 中間純利益   337百万円 

③資産、負債、資本の状況 

 （平成17年９月30日現在） 

 資産合計  24,222百万円 

 負債合計   8,934百万円 

 資本合計  15,287百万円 

  

（４）シメオ精密㈱の概要  

代表者 代表取締役社長 

    今井 厚之助 

資本金 1,758百万円 

    (平成17年９月30日現在) 

住所  長野県北佐久郡御代田町 

    大字御代田4107番地５ 

①主な事業の内容 

 電子部品（水晶デバイス部品、 

 光通信用部品等）、情報機器部品 

 及び時計部品等の製造並びに販売 

②売上高及び中間純利益 

 （平成17年９月期） 

 売上高    4,073百万円 

 中間純利益     64百万円 

③資産、負債、資本の状況 

 （平成17年９月30日現在） 

 資産合計   9,723百万円 

 負債合計   1,775百万円 

 資本合計   7,947百万円 

  

────── ────── 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（５）狭山精密工業㈱の概要  

代表者 代表取締役社長 吉田 勝 

資本金 198百万円 

    (平成17年９月30日現在) 

住所  埼玉県狭山市富士見 

    二丁目15番地１号 

①主な事業の内容 

 腕時計用部品・マイクロ減速機・ 

 マイクロモーター他各種精密機器・ 

 レジャー用オートメーション機器・ 

 医療用器具・精密工作機械部品・ 

 金型・検査装置・成形部品・ 

 工具類他の製造並びに販売  

②売上高及び中間純利益 

 （平成17年９月期） 

 売上高    5,450百万円 

 中間純利益    152百万円 

③資産、負債、資本の状況 

 （平成17年９月30日現在） 

 資産合計   9,333百万円 

 負債合計   2,640百万円 

 資本合計   6,692百万円 

  

（６）河口湖精密㈱の概要  

代表者 代表取締役社長 久田 志郎 

資本金 346百万円 

    (平成17年９月30日現在) 

住所  山梨県南都留郡富士河口湖町 

    船津6663番地の２ 

①主な事業の内容 

 腕時計機能部品、腕時計外装部品、 

 精密機器・電気用品、工作機械 

 並びに工具類の製造並びに販売 

②売上高及び中間純利益 

 （平成17年９月期） 

 売上高   10,673百万円 

 中間純利益    555百万円 

③資産、負債、資本の状況 

 （平成17年９月30日現在） 

 資産合計  16,148百万円 

 負債合計   9,976百万円 

 資本合計   6,171百万円 

  

────── ────── 

 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．自己株式の取得に関する決議 

 当社は、平成17年10月27日開催の

取締役会において、商法第211条ノ３

第１項第２号の規定に基づき、自己

株式を取得することを決議いたしま

した。 買受けの概要は以下のとおり

です。 

３．       ────── ３．       ────── 

（１）取得を行なう理由 

 １株当たりの株主価値の向上を

図り、機動的な資本政策を実行す

るため。 

（２）取得の内容 

 ①取得する株式の種類 

  当社普通株式 

 ②取得する株式の総数 

  2,500万株（上限） 

  （発行済株式総数に対する 

   割合6.3％） 

 ③株式の取得価額の総額 

  200億円（上限） 

 ④自己株式取得の日程 

  平成18年３月末まで 

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  39,712   38,349   31,852   

２．受取手形  ※5  1,394   855   1,088   

３．売掛金  29,010   27,321   25,400   

４．有価証券  13,397   1,000   12,497   

５．棚卸資産  9,026   12,457   11,147   

６．繰延税金資産  2,288   2,177   1,894   

７．預け金  3,074   1,195   1,958   

８．未収消費税等  714   683   743   

９．その他  9,059   7,097   9,367   

10．貸倒引当金  △329   △100   △153   

流動資産合計   107,349 51.3  91,037 40.3  95,794 41.5

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物・構築物  13,707   15,696   15,684   

(2）機械装置  10,608   9,813   10,334   

(3）その他 ※２ 8,559   7,748   7,418   

計  32,875   33,258   33,436   

２．無形固定資産  621   986   699   

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  29,821   36,766   36,266   

(2）関係会社株式  38,780   65,655   65,540   

(3）繰延税金資産  101   －   －   

(4）その他  1,308   963   1,272   

(5）貸倒引当金  △110   △80   △87   

(6）投資評価引当
金  △1,292   △2,487   △2,032   

計  68,609   100,817   100,959   

固定資産合計   102,105 48.7  135,062 59.7  135,095 58.5

資産合計   209,455 100.0  226,100 100.0  230,890 100.0

           
 



  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形  1,704   2,180   2,000   

２．買掛金  18,467   18,269   19,061   

３．一年以内返済予定
の長期借入金  0   0   0   

４．未払法人税等  123   1,392   155   

５．賞与引当金  1,165   1,687   1,335   

６．その他  7,012   7,497   8,062   

流動負債合計   28,474 13.6  31,027 13.7  30,615 13.3

Ⅱ 固定負債           

１．新株予約権付社債  23,000   23,000   23,000   

２．長期借入金  2   1   2   

３．繰延税金負債  －   5,717   5,697   

４．退職給付引当金  1,834   2,102   1,831   

５．その他  402   369   395   

固定負債合計   25,238 12.0  31,190 13.8  30,926 13.4

負債合計   53,713 25.6  62,217 27.5  61,541 26.7

           
 



  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   32,648 15.6  － －  32,648 14.1

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  41,166   －   66,029   

２．その他資本剰余金  1,269   －   －   

資本剰余金合計   42,435 20.3  － －  66,029 28.6

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  7,789   －   7,789   

２．任意積立金  46,511   －   46,511   

３．中間(当期)未処分
利益  23,024   －   1,874   

利益剰余金合計   77,325 36.9  － －  56,175 24.3

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   11,354 5.4  － －  15,756 6.8

Ⅴ 自己株式   △8,022 △3.8  － －  △1,261 △0.5

資本合計   155,742 74.4  － －  169,348 73.3

負債・資本合計   209,455 100.0  － －  230,890 100.0

           

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本            

１．資本金   － －  32,648 14.5  － －

 ２．資本剰余金           

 (１) 資本準備金  －   66,029   －   

資本剰余金合計   － －  66,029 29.2  － －

  ３．利益剰余金           

 (１) 利益準備金  －   7,789   －   

 (２) その他利益剰余  
金           

   特別償却積立金  －   7   －   

   別途積立金  －   30,000   －   

   繰越利益剰余金  －   21,726   －   

利益剰余金合計   － －  59,523 26.3  － －

４．自己株式   － －  △10,380 △4.6  － －

株主資本合計   － －  147,822 65.4  － －

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券評
価差額金   － －  16,060 7.1  － －

評価・換算差額等合
計   － －  16,060 7.1  － －

純資産合計   － －  163,882 72.5  － －

負債純資産合計   － －  226,100 100.0  － －

           



②【中間損益計算書】 

  

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   76,069 100.0  85,145 100.0  158,320 100.0 

Ⅱ 売上原価   59,882 78.7  67,053 78.8  123,244 77.8 

売上総利益   16,187 21.3  18,092 21.2  35,075 22.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   13,054 17.2  14,520 17.0  25,911 16.4 

営業利益   3,133 4.1  3,572 4.2  9,164 5.8 

Ⅳ 営業外収益 ※１  3,574 4.7  5,864 6.9  7,023 4.4 

Ⅴ 営業外費用 ※２  956 1.2  1,119 1.3  1,954 1.2 

経常利益   5,751 7.6  8,317 9.8  14,233 9.0 

Ⅵ 特別利益 ※３  101 0.1  458 0.5  1,120 0.7 

Ⅶ 特別損失 ※4.6  226 0.3  897 1.0  1,852 1.2 

税引前中間（当
期）純利益   5,626 7.4  7,878 9.3  13,500 8.5 

法人税、住民税及
び事業税  12   2,074   40   

法人税等調整額  1,513 1,525 2.0 △471 1,602 1.9 4,687 4,727 3.0 

中間（当期）純利
益   4,100 5.4  6,276 7.4  8,773 5.5 

前期繰越利益   18,924   －   18,924  

中間配当額   －   －   2,257  

自己株式消却額   －   －   18,978  

自己株式処分差損   －   －   4,587  

中間（当期）未処
分利益   23,024   －   1,874  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金 
合計 特別償却 

積立金 
別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

32,648 66,029 7,789 11 46,500 1,874 56,175 △1,261 153,592 

中間会計期間中の変動額          

特別償却積立金の取崩（注）       △3   3 －   － 

別途積立金の取崩（注）         △16,500 16,500 －   － 

剰余金の配当（注）           △2,843 △2,843   △2,843 

取締役賞与（注）           △75 △75   △75 

中間純利益           6,276 6,276   6,276 

自己株式の取得               △9,188 △9,188 

自己株式の処分           △9 △9 69 60 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

                  

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － △3 △16,500 19,852 3,348 △9,118 △5,770 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

32,648 66,029 7,789 7 30,000 21,726 59,523 △10,380 147,822 

 

評価・換算 
差額等 

純資産 
合計 

その他有価
証券評価差
額金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

15,756 169,348 

中間会計期間中の変動額   

特別償却積立金の取崩（注）   － 

別途積立金の取崩（注）   － 

剰余金の配当（注）   △2,843 

取締役賞与（注）   △75 

中間純利益   6,276 

自己株式の取得   △9,188 

自己株式の処分   60 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

303 303 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

303 △5,466 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

16,060 163,882 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準

及び評価方法 

(1) 有価証券 (1) 有価証券 (1) 有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

満期保有目的の債券 

同  左 

満期保有目的の債券 

同  左 

 子会社株式及び関連会社

株式 

移動平均法による原価

法 

子会社株式及び関連会社

株式 

同  左 

子会社株式及び関連会社

株式 

同  左 

 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は、移

動平均法により算

定） 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は、

移動平均法により算

定） 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等

に基づく時価法（評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は、移動平

均法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原

価法 

時価のないもの 

同  左 

時価のないもの 

同  左 

 (2) デリバティブ 

時価法 

(2) デリバティブ 

同  左 

(2) デリバティブ 

同  左 

 (3) 棚卸資産 

製品・材料・仕掛品 

 総平均法による原価法

に基づく低価法 

(3) 棚卸資産 

同  左 

(3) 棚卸資産 

同  左 

２．固定資産の減価

償却の方法 

(1) 有形固定資産 

 定率法 

 なお、主な耐用年数は、

以下のとおりであります。 

建物・構築物 ３～50年 

機械装置   ５～10年 

(1) 有形固定資産 

同  左 

(1) 有形固定資産 

同  左 

 (2）無形固定資産 

 定額法 

(2) 無形固定資産 

     同  左 

(2) 無形固定資産 

     同  左 

 (3) 長期前払費用 

 期間均等償却 

 但し、一部の機械装置に

ついては、経済的な使用可

能期間等を考慮し、短縮し

た見積耐用年数を、無形固

定資産のソフトウェアにつ

いては利用可能期間を考慮

した見積耐用年数を適用し

ております。 

  

(3) 長期前払費用 

 期間均等償却 

(3) 長期前払費用 

  期間均等償却 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．引当金の計上基

準 

(1) 貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等の特定の債

権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同  左 

(1) 貸倒引当金 

同  左 

 (2) 投資評価引当金 

 子会社株式等（減損会計

適用銘柄を除く）の著しい

価値の下落による損失に備

えるため、当中間会計期間

末における実質価額等を考

慮して計上しております。 

(2) 投資評価引当金 

同  左 

(2) 投資評価引当金 

 子会社株式等（減損会計

適用銘柄を除く）の著しい

価値の下落による損失に備

えるため、当事業年度末に

おける実質価額等を考慮し

て計上しております。 

 (3) 賞与引当金 

 従業員に対し支給する賞

与の支出に充てるため、支

給見込額基準により計上し

ております。 

(3) 賞与引当金 

同  左 

(3) 賞与引当金 

同  左 

 (4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上しております。 

 なお、過去勤務債務及び

数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）に

よる定率法により按分した

額を費用処理しておりま

す。ただし、過去勤務債務

については発生時の事業年

度から、数理計算上の差異

については発生時の翌事業

年度から費用処理しており

ます。 

(4) 退職給付引当金 

同  左 

(4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上

しております。 

 なお、過去勤務債務及び

数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）に

より按分した額を定率法に

より、費用処理しておりま

す。ただし、過去勤務債務

については、発生年度か

ら、数理計算上の差異につ

いては、発生年度の翌期か

ら、費用処理しておりま

す。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．引当金の計上基

準 

    ──────     ──────  （追加情報） 

 確定給付型の制度とし

て、適格退職年金制度及び

退職一時金制度を設けてお

りましたが、平成18年１月

１日に退職金制度の一部を

適格退職年金制度から確定

拠出年金制度に移行し、既

受給者については閉鎖型適

格年金制度に移行しまし

た。当該移行に関しては、

「退職給付制度間の移行等

に関する会計処理」（企業

会計基準適用指針第１号）

を適用しております。 

 本移行に伴う影響額は、

特別利益として910百万円

計上しております。 

４．リース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

同  左 同  左 

５．その他中間財務

諸表（財務諸表）

作成のための基本

となる事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、

税抜方式によっておりま

す。 

 消費税等の会計処理 

同  左 

 消費税等の会計処理 

同  左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これにより税引

前中間純利益は94百万円減少しており

ます。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づき

各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

       ──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を

適用しております。これにより税引前

当期純利益は104百万円減少しており

ます。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の財務諸表等規則に基づき各資

産の金額から直接控除しております。 

       ──────   （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。これまでの資本の部の合計に相当

する金額は163,882百万円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

       ────── 



追加情報 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 役員の退職慰労金は従来、内規に

基づく必要額を役員退職慰労引当金

に計上しておりましたが、役員退職

慰労金制度を平成17年６月に廃止し

ました。なお、従来の役員退職慰労

引当金相当額を流動負債のその他及

び固定負債のその他へ振り替えてお

ります。 

       ──────  役員の退職慰労金について内規に基

づく必要額を役員退職慰労引当金に計

上しておりましたが、役員退職慰労金

制度を平成17年６月に廃止しました。

なお、従来の役員退職慰労引当金相当

額を未払金及びその他固定負債へ振り

替えております。 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

は、110,114百万円でありま

す。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

は、109,142百万円でありま

す。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

は、109,569百万円でありま

す。 

※２．国庫補助金等に基づく有形固定

資産（土地）の圧縮記帳累計額 

※２．国庫補助金等に基づく有形固定

資産（土地）の圧縮記帳累計額

※２．国庫補助金等に基づく有形固定

資産（土地）の圧縮記帳累計額

167百万円 167百万円 167百万円

３．偶発債務 

次の関係会社について、金融機

関からの借入に対し債務保証を

行なっております。 

３．偶発債務 

次の関係会社について、金融機

関からの借入に対し債務保証を

行なっております。 

３．偶発債務 

次の関係会社について、金融機

関からの借入に対し債務保証を

行なっております。 

シチズン・ウオ

ッチ・カンパニ

ー・オブ・アメ

リカInc. 

     １百万円 

(US$ 16千)

シチズン・ウオ

ッチ・ユナイテ

ッド・キングダ

ムLtd. 

517百万円 

(£2,595千)

シチズン・ウオ

ッチ・ヨ－ロッ

パGmbH 

   ７百万円 

(EUR 53千)

シチズン・ウオ

ッチズ・(イン

ディア)Pvt.Lt

d. 

63百万円 

(IR  24,575千)

シチズン・シス

テムズ・ヨ－ロ

ッパGmbH 

９百万円 

(£ 50千)

シチズン・ウオ

ッチズ・オース

トラリアLtd. 

105百万円 

(AU$ 1,225千)

計 705百万円 

シチズン・ウオ

ッチ・ド・ブラ

ジルS/A 

     ３百万円

(BRL 63千)

シチズン・ウオ

ッチ・ヨ－ロッ

パGmbH 

     ８百万円

(EUR 58千)

シチズン・ウオ

ッチズ・(イン

ディア)Pvt.Lt

d. 

  99百万円

(IR  38,400千)

シチズン・シス

テムズ・ヨ－ロ

ッパGmbH 

  ２百万円

(£ 10千)

計    114百万円

シチズン・ウオ

ッチ・ド・ブラ

ジルS/A 

    202百万円

(US$  1,721千)

シチズン・ウオ

ッチ・ヨ－ロッ

パGmbH 

     ８百万円

(EUR 58千)

シチズン・ウオ

ッチズ・(イン

ディア)Ltd. 

    65百万円

(IR  24,772千)

シチズン・シス

テムズ・ヨ－ロ

ッパGmbH 

     ２百万円

(£  10千)

計   278百万円

 ４．輸出手形割引高は、 5,837百万

円であります。 

 ４．輸出手形割引高は、6,956百万

円であります。 

 ４．輸出手形割引高は、4,886百万

円であります。 

 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※５．     ──────  ※５．中間会計期間末日満期手形 

 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、当中間会

計期間の末日が金融機関の休日

でしたが、満期日に決済が行わ

れたものとして処理しておりま

す。当中間会計期間末日満期手

形の金額は次のとおりでありま

す。 

 受取手形     107百万円 

※５．     ──────  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 67百万円 

受取配当金 2,494百万円 

受取賃貸料 944百万円 

為替差益 9百万円 

受取利息 16百万円 

受取配当金 4,781百万円 

受取賃貸料 1,026百万円 

受取利息 82百万円 

受取配当金 4,461百万円 

受取賃貸料 1,908百万円 

為替差益 431百万円 

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

貸与資産減価償

却費等 
795百万円 

手形売却損 139百万円 

貸与資産減価償

却費等 
748百万円 

為替差損 89百万円 

手形売却損 247百万円 

貸与資産減価償

却費等 
1,608百万円 

※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの 

投資評価引当金戻入益 関係会社株式売却益 投資評価引当金戻入益 

47百万円 383百万円 47百万円 

貸倒引当金戻入益 貸倒引当金戻入益 貸倒引当金戻入益 

46百万円 74百万円 151百万円 

    退職年金制度移行益 

      910百万円 

※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの 

機械及び装置除却損 機械及び装置除却損 機械及び装置除却損 

71百万円 67百万円 198百万円 

器具及び備品等除却損 器具及び備品等除却損 器具及び備品等除却損 

43百万円 62百万円 120百万円 

建物除却損 建物除却損 建物除却損 

17百万円 271百万円 58百万円 

減損損失 減損損失 減損損失 

94百万円 24百万円 104百万円 

  投資評価引当金繰入額 投資評価引当金繰入額 

   461百万円 740百万円 

    事業再編整理損 

      620百万円 

 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１.自己株式数の増加9,594,353株は、市場買付けによる増加9,582,000株及び単元未満株式の買取による増加に 

          よる増加12,353株であります。 

    ２.自己株式数の減少70,478株は、単元未満株式の買増請求による減少478株及び新株予約権の行使による減少 

      70,000株であります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 

有形固定資産 2,546百万円 

無形固定資産 304百万円 

有形固定資産 2,795百万円 

無形固定資産 278百万円 

有形固定資産 5,555百万円 

無形固定資産 541百万円 

※６. 減損損失 

 当中間会計期間において、当

社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 

 上記の資産は遊休状態にあ

り、今後の使用見込みがない

ため、当該資産の帳簿価額を

回収可能価額まで減額し減損

損失（94百万円）として特別

損失に計上しました。 

 なお、これらの回収可能価

額は正味売却可能価額により

測定しており、遊休設備の時

価は、主として取得価額の

５％相当額としております。 

場所 用途 種類 

 東京事業

所他 
遊休設備  機械装置  

※６. 減損損失 

 当社は、管理会計上の事業区

分に基づく事業部単位をキャッ

シュ・フローを生み出す最小の

単位とし、将来の使用が見込ま

れていない遊休資産について

は、個別の資産グループとして

取り扱っております。また、本

社等、特定の事業との関連が明

確でない資産については共用資

産としております。 

 当中間会計期間は、遊休状態

にあり、今後の使用見込みがな

い機械装置について、帳簿価額

を回収可能額まで減額し減損損

失（24百万円）を特別損失に計

上しました。 

 なお、これらの回収可能価額

は正味売却可能価額により測定

しており、遊休設備の時価は、

主として取得価額の５％相当額

としております。 

場所 用途 種類 

 東京事業

所他 
遊休設備 機械装置 

※６. 減損損失 

 当社は、管理会計上の事業区

分に基づく事業部単位をキャッ

シュ・フローを生み出す最小の

単位とし、将来の使用が見込ま

れていない遊休資産について

は、個別の資産グループとして

取り扱っております。また、本

社等、特定の事業との関連が明

確でない資産については共用資

産としております。 

 当事業年度は、遊休状態にあ

り、今後の使用見込みがない機

械装置について、帳簿価額を回

収可能額まで減額し減損損失

（104百万円）を特別損失に計上

しました。 

 なお、これらの回収可能価額

は正味売却可能価額により測定

しており、遊休設備の時価は、

主として取得価額の５％相当額

としております。 

場所 用途 種類 

 東京事業

所他 
遊休設備  機械装置 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式（注）１.２. 1,277,972 9,594,353 70,478 10,801,847 

合計 1,277,972 9,594,353 70,478 10,801,847 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額及び中間期末残高相当

額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額及び中間期末残高相当

額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

その他（工
具・器具・
備品） 

905 423 481 

その他（車
輌運搬具） 

24 11 13 

無形固定資
産 

18 10 8 

合計 949 445 504 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

その他（工
具・器具・
備品） 

894 493 401 

その他（車
輌運搬具） 

26 15 11 

無形固定資
産 

10 4 5 

合計 932 513 418 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

その他（工
具・器具・
備品） 

940 511 428 

その他（車
輌運搬具） 

23 11 12 

無形固定資
産 

10 3 7 

合計 974 526 448 

（注） 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

同  左 （注） 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 190百万円 

１年超 313百万円 

合計 504百万円 

１年内 181百万円 

１年超 236百万円 

合計 418百万円 

１年内 184百万円 

１年超 263百万円 

合計 448百万円 

（注） 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。 

同  左 （注） 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

  支払リース料 103百万円 

減価償却費相

当額 
103百万円 

  支払リース料 110百万円 

減価償却費相

当額 
110百万円 

  支払リース料 206百万円 

減価償却費相

当額 
206百万円 

 



（有価証券関係） 

（前中間会計期間末）（平成17年９月30日現在） 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

子会社の㈱シチズン電子（現シチズン電子㈱）、ミヨタ㈱（現シチズンミヨタ㈱）、シメオ精密㈱（現シチズン

ファインテック㈱）は平成17年10月１日をもって当社との株式交換により完全子会社となりました。これに先立

ち、平成17年９月27日をもって上場廃止となりましたので、平成17年９月30日時点での取引可能な時価はございま

せん。時価につきましては、平成17年９月27日の時価で評価しております。 

（当中間会計期間末）（平成18年９月30日現在） 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

（前事業年度末）（平成18年３月31日現在） 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

同  左 同  左 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあ

りません。  

（減損損失について） 

       同  左 

（減損損失について） 

       同  左 

 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 975 157,252 156,276 

関連会社株式 － － － 

合計 975 157,252 156,276 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．ストックオプションの発行 

 当社は、平成17年６月29日開催の

定時株主総会及び平成17年10月５日

開催の取締役会において、商法第280

条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づ

き、新株予約権を発行することを決

議いたしました。その内容は「第４ 

提出会社の状況 １．株式等の状況 

（２）新株予約権等の状況」に記載

のとおりであります。   

１．    ────── １．    ────── 

２．株式交換 

 当社は、平成17年10月１日をもっ

て、当社を完全親会社とし、当社の

子会社である㈱シチズン電子（現シ

チズン電子㈱）、ミヨタ㈱（現シチ

ズンミヨタ㈱）、シメオ精密㈱（現

シチズンファインテック㈱）、狭山

精密工業㈱及び河口湖精密㈱（現シ

チズンセイミツ㈱）を完全子会社と

する株式交換を実施いたしました。 

 詳細につきましては、「第５ 経

理の状況 １．連結財務諸表等 

（１）連結財務諸表 （重要な後発

事象）」に記載のとおりでありま

す。  

２．    ────── ２．    ────── 

３．自己株式の取得に関する決議 

 当社は、平成17年10月27日開催の

取締役会において、商法第211条ノ３

第１項第２号の規定に基づき、自己

株式を取得することを決議いたしま

した。 

  詳細につきましては、「第５ 経

理の状況 １．連結財務諸表等 

（１）連結財務諸表 （重要な後発

事象）」に記載のとおりでありま

す。  

３．    ────── ３．    ────── 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．       ──────  ４．会社分割による純粋持株会社体

制への移行 

 当社は、平成18年10月26日開催の

取締役会において、会社分割制度を

利用した純粋持株会社体制への移行

を決議し、平成18年12月７日開催の

臨時株主総会において承認可決され

ました。 

 なお、本件分割にあわせて、当社

は純粋持株会社となり商号を「シチ

ズンホールディングス株式会社」に

変更し、引き続き上場会社となりま

す。 

４．       ──────  

  （１）会社分割の目的 

 当社はこれまで、グループ企業価

値の一層の向上に繋げることを目的

として、主要連結子会社の完全子会

社化等の施策を積極的に推進し、グ

ループ全体としても構造改革に継続

的に取り組んでまいりました。 

 このたびグループ構造改革の一環

として、①スピード経営・自主自立

経営の徹底、②各業種・業態に最適

な経営体制の確立、③変化に対応で

きる柔軟な経営体制の確立、④ポー

トフォリオマネジメントに基づく選

択と集中、及び⑤グループとしての

シナジー効果の追求により、グルー

プの競争力強化と成長促進を図るべ

く、純粋持株会社体制への移行を決

断いたしました。 

（２）会社分割の要旨 

①会社分割の形態 

 当社を分割会社とし、新設するシ

チズン時計株式会社、シチズンテク

ノロジーセンター株式会社及びシチ

ズンビジネスエキスパート株式会社

を新設分割設立会社とする新設分

割、並びに当社の完全子会社である

シチズンミヨタ株式会社、シチズン

マシナリー株式会社、シチズン・シ

ステムズ株式会社及びシチズン・デ

ィスプレイズ株式会社を吸収分割承

継会社とする吸収分割であります。

  

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── ②株式の交付 

 会社分割に伴い新設分割設立会社

及び吸収分割承継会社各社がそれぞ

れ発行する以下の株式は、すべて分

割会社である当社に交付されます。

新設分割設立会社  
発行する

株式数 

シチズン時計株式会社 100 

シチズンテクノロジー 

センター株式会社 
100 

シチズンビジネス 

エキスパート株式会社 
100 

吸収分割承継会社  
発行する

株式数 

シチズンミヨタ株式会社   438 

シチズンマシナリー 

株式会社  
40  

シチズン・システムズ 

株式会社   
1,000  

シチズン・ディスプレイズ

株式会社  
1,000  

────── 

  ③新設分割設立会社及び吸収分割

承継会社が承継する権利義務 

 各新設分割設立会社及び吸収分割

承継会社が当社から承継する権利義

務は、平成18年10月26日付分割計画

書、分割契約書に定めるところによ

り、分割効力発生日現在の当社分割

対象事業に属する資産、債務、雇用

契約その他の権利義務といたしま

す。なお、当社から承継する債務に

ついては重畳的債務引受の方法によ

るものといたします。 

④債務履行の見込み 

１．当社（平成19 年４月１日をも

って、シチズンホールディング

ス株式会社に商号変更予定） 

 各新設分割及び各吸収分割後の当

社の資産、負債及び純資産の額を算

定した結果、債務の履行を確保する

為に充分な純資産が存在することが

見込まれ、債務の履行に支障をきた

す事象は現在のところ認識されてい

ない為、本分割後においても、当社

が負担すべき債務につき履行の確実

性に問題はないものと判断しており

ます。 

  

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── ２．シチズン時計株式会社、シチズ

ンテクノロジーセンター株式会

社、シチズンビジネスエキスパ

ート株式会社（新設分割設立会

社３社） 

 分割により当社より承継する資産

の額は承継する負債の額を十分に上

回ることが想定され、分割後の事業

活動において新設分割設立会社が負

担する債務の履行に支障を及ぼす事

象の発生及びその可能性は、現在の

ところ認識されておりません。よっ

て、新設分割設立会社において分割

効力発生日以降に弁済期が到来する

債務につき履行の見込みがあるもの

と判断いたしました。 

３．シチズンミヨタ株式会社、シチ

ズンマシナリー株式会社、シチ

ズン・システムズ株式会社、シ

チズン・ディスプレイズ株式会

社、（吸収分割承継会社４社）

 分割により当社より承継する資産

の額は承継する負債の額を十分に上

回ることが想定され、分割後の事業

活動において吸収分割承継会社が負

担する債務の履行に支障を及ぼす事

象の発生及びその可能性は、現在の

ところ認識されておりません。よっ

て、吸収分割承継会社において分割

効力発生日以降に弁済期が到来する

債務につき履行の見込みがあるもの

と判断いたしました。 

────── 

  ⑤分割会社及び承継会社の名称等 

  
分割会社 

平成18年３月31日現在 

商号  

シチズン時計株式会社 

（シチズンホールディン

グス株式会社に商号変更 

予定）  

主な事業

内容 

時計及び部分品の製造並

びに販売、情報・電子機

器及び部分品の製造並び

に販売、産業用機械及び

機器の製造並びに販売  

住所 東京都西東京市  

代表者 
代表取締役社長 

梅原 誠  

資本金 32,648百万円  

従業員 1,448名  

  

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── 

  

 新設分割設立会社 

平成19年４月２日設立時予

定 

商号  
シチズン時計株式会社 

（新設）  

主な事業

内容 

時計及び部分品等の製造

並びに販売 

住所 東京都西東京市  

代表者 
代表取締役社長 

永井 庸夫  

資本金  5,000百万円 

従業員 1,180名  

  

 新設分割設立会社 

平成19年４月２日設立時予

定 

商号  
シチズンテクノロジーセ

ンター株式会社（新設）  

主な事業

内容 

研究開発及び分析測定業

務並びに知的財産の管理

業務受託 

住所  埼玉県所沢市 

代表者 
代表取締役社長 

野口 克彦  

資本金 100百万円  

従業員  210名 

────── 

  

  

新設分割設立会社 

平成19年４月２日設立時予

定 

商号  
シチズンビジネスエキス

パート株式会社（新設）  

主な事業

内容 

各種事務の受託及びコン

サルティング 

住所 東京都西東京市  

代表者 
代表取締役社長 

山田 修 

資本金 100百万円  

従業員 100名  

  

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── 

  
吸収分割承継会社 

平成18年３月31日現在 

商号  シチズンミヨタ株式会社  

主な事業

内容 

腕時計、水晶デバイス、

映像用電子機器、液晶表

示機器、高密度実装、産

業用機械装置他の製造並

びに販売 

住所 長野県北佐久郡御代田町  

代表者 
代表取締役社長 

上田 幹郎  

資本金 1,753百万円 

従業員 481名  

  
吸収分割承継会社 

平成18年３月31日現在  

商号  
シチズンマシナリー株式

会社  

主な事業

内容 

産業用機械及び機器の製

造並びに販売 

住所 長野県北佐久郡御代田町  

代表者 
代表取締役社長 

岩崎 年男  

資本金 498百万円  

従業員 274名  

────── 

  

  
吸収分割承継会社 

平成18年３月31日現在  

商号  
シチズン・システムズ株

式会社  

主な事業

内容 

各種プリンタ、情報・通

信関係の各種電子機械器

具、健康機器、医療用機

器、電卓、電子辞書、Ａ

Ｖ機器類他の開発及び販

売 

住所 東京都西東京市  

代表者 
代表取締役社長 

中井 俊彦  

資本金 450百万円  

従業員 164名  

  

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── 

（３）会社分割の時期 

各吸収分割の効力発生日 

   平成19年４月１日 

各新設分割の効力発生日 

   平成19年４月２日 

（４）会社分割後の状況（予定） 

  
吸収分割承継会社 

平成18年３月31日現在 

商号  
シチズン・ディスプレイ

ズ株式会社  

主な事業

内容 

液晶ディスプレイ、液晶

光学素子等の電子部品の

開発、製造並びに販売、

電子部品の組立受託加工 

住所 東京都西東京市 

代表者 
代表取締役社長 

富樫 清吾 

資本金 450百万円 

従業員 148名  

商号  
シチズンホールディング

ス株式会社  

主な事業

内容 

持株会社としての、グル

ープ経営戦略の策定・推

進、グループ経営の監

査、その他経営管理等 

住所 東京都西東京市  

代表者 
代表取締役社長 

梅原 誠  

資本金 32,648百万円  

総資産 207,587百万円  

決算期 ３月31日 

従業員 70名（出向者を除く） 

────── 



(2）【その他】 

 平成18年11月14日開催の取締役会に於いて、第122期の中間配当を行なうことを決議いたしました。 

（注）平成18年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行ないます。

(イ） 中間配当金総額 2,771百万円 

(ロ） １株当たりの額 7円50銭 

(ハ） 中間配当効力発生日及び支払開始日 平成18年12月８日 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第121期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出。 

(2）臨時報告書 

 平成18年10月26日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号に基づく臨時報告書である。 

(3）自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年３月31日）平成18年４月10日関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年４月30日）平成18年５月12日関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年５月31日）平成18年６月９日関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年６月28日）平成18年７月10日関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成18年８月９日 至 平成18年８月31日）平成18年９月12日関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成18年９月１日 至 平成18年９月30日）平成18年10月11日関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成18年10月１日 至 平成18年10月31日）平成18年11月13日関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成18年11月１日 至 平成18年11月30日）平成18年12月12日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月26日

シチズン時計株式会社    

 取締役会 御中   

 監査法人日本橋事務所  

 代表社員  公認会計士 黒田 克司  印 

 業務執行社員  公認会計士 木下 雅彦  印 

 業務執行社員  公認会計士 瀨川 則之  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

シチズン時計株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17

年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益

計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査

手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務

諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作

成基準に準拠して、シチズン時計株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から

固定資産の減損にかかる会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 また、重要な後発事象に記載されているとおり、 

１．会社は、平成17年10月１日をもって、会社を完全親会社とし、連結子会社である株式会社シチズン電子 

（現シチズン電子株式会社）、ミヨタ株式会社（現シチズンミヨタ株式会社）、シメオ精密株式会社 

（現シチズンファインテック株式会社）、狭山精密工業株式会社、河口湖精密株式会社（現シチズンセイミツ

株式会社）を完全子会社とする株式交換を実施した。 

２．会社は、平成17年10月５日開催の取締役会において、ストックオプションの発行の具体的内容を決定した。 

３．会社は、平成17年10月27日開催の取締役会において、自己株式を取得することを決議した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月27日

シチズン時計株式会社    

 取締役会 御中   

 監査法人日本橋事務所  

 代表社員  公認会計士 黒田 克司  印 

 業務執行社員  公認会計士 千葉 茂寛  印 

 業務執行社員  公認会計士 小倉 明   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

シチズン時計株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18

年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益

計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この

中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査

手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務

諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作

成基準に準拠して、シチズン時計株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月26日

シチズン時計株式会社    

 取締役会 御中    

 監査法人日本橋事務所  

 代表社員  公認会計士 黒田 克司  印 

 業務執行社員  公認会計士 木下 雅彦  印 

 業務執行社員  公認会計士 瀨川 則之  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

シチズン時計株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第121期事業年度の中間会計期間（平成17

年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必

要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に

準拠して、シチズン時計株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平

成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産

の減損にかかる会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 また、重要な後発事象に記載されているとおり、 

１．会社は、平成17年10月１日をもって、会社を完全親会社とし、子会社である株式会社シチズン電子 

（現シチズン電子株式会社）、ミヨタ株式会社（現シチズンミヨタ株式会社）、シメオ精密株式会社 

（現シチズンファインテック株式会社）、狭山精密工業株式会社、河口湖精密株式会社（現シチズンセイミツ

株式会社）を完全子会社とする株式交換を実施した。 

２．会社は、平成17年10月５日開催の取締役会において、ストックオプションの発行の具体的内容を決定した。 

３．会社は、平成17年10月27日開催の取締役会において、自己株式を取得することを決議した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月27日

シチズン時計株式会社    

 取締役会 御中    

 監査法人日本橋事務所  

 代表社員  公認会計士 黒田 克司  印 

 業務執行社員  公認会計士 千葉 茂寛  印 

 業務執行社員  公認会計士 小倉 明   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

シチズン時計株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第122期事業年度の中間会計期間（平成18

年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中

間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必

要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に

準拠して、シチズン時計株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平

成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

（追記情報） 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成18年10月26日開催の取締役会において、会社分割制度を

利用した純粋持株会社体制への移行を決議し、平成18年12月７日開催の臨時株主総会において承認可決された。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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